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１．はじめに
筆者は，今から数えるともう１６年も前になるが，「日本における経営学の軌跡と課題」と題
する報告を日本経営学会第７４回大会（於横浜市立大学，２００４）統一論題の一環として行った
ことがある１。その後私はしばらくこのテーマを離れて別の領域の研究を行っていたのである
が，２０１６年に日本経営学会が創立９０周年を迎えるということで，学会として記念事業を挙行
されることとなり，その一環として日本経営学会編『日本経営学会史 ５１周年から９０周年ま
で』（千倉書房，２０１７年刊行予定）の編集責任者に任じられたことから，ふたたびこのテーマ
に立ち戻らざるをえなくなったのであった２。
上記『日本経営学会史』は，学会５１周年（１９７７）から９０周年（２０１６）までの４０年間につ
いて，日本経営学会の発展の足跡を，年報『経営学論集』の統一論題報告の論点を丹念に辿る
かたちで整理・総括して残しておきたいというのが，学会から私に委託された際の企画趣旨で
あった。５１周年以後に時期的限定がなされたのは，学会創立から５０周年までの学会の発展状
況は，山本安次郎『日本経営学五十年 回顧と展望』（東洋経済新報社，１９７７）で簡単ながら述
べられており，５０周年までの学会の全貌がいちおう掴めるからというのがその理由であった。
本稿は以上の要請に応える準備作業のために作成した資料を整理して提供して，日本経営学
の胎動・誕生から今日までの間に論じてこられたことは何であったかを概観し，今日の経営学
が抱える課題を探ってみようという試みである。したがって，日本経営学会編『日本経営学会
１ 原報告の文字数を圧縮した内容は，日本経営学会編『経営学の新世紀：経営学１００年の回顧と展望』（経営学
論集７１集，２００１）に所収されている。このときの統一論題は書名と同じ「経営学の新世紀：経営学１００年の回
顧と展望」で，そのもとで，アメリカ経営学史（加藤勝康，丹沢安治），ドイツ経営学史（吉田修），日本経営
学史（三戸公，片岡信之），日本的経営論（林正樹），日本的生産システム（下川浩一），社会主義企業経営（加
藤志津子）について，それぞれの立場からの総括的報告がなされた。
２ 執筆陣は次の１５名で構成された（５０音順，敬称略）。植竹晃久，奥林康司，河野昭三，小松章，齋藤毅憲，
坂下昭宣，高橋俊夫，田中照純，仲田正機，貫隆夫，林正樹，宗像正幸，村田和彦，森本三男，片岡信之（編
集委員長）。
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史』とは深く重なり合う部分を含みながらも，次の諸点で異なるところもある。①考察対象と
なる期間，考察範囲が，本稿においてはより広い期間に亘っている（学会第１回大会以後すべ
ての期間に亘っている）こと，②本稿に収録しなかった資料を『日本経営学会史』では掲載し
ている（あるいはその逆もある）こと，など。
このように大きな〈大河小説的〉テーマは大部の書を必要とし，一論文によっては到底十全
に果たされるべくもないことは明らかである。それゆえあくまでもひととおりの概観に留まら
ざるを得ず，詳細な記述は今後の課題として残されることになるが，さしあたりの作業として
ここに発表するものである。
２．経営学の胎動と誕生
１．《商業，個人商店，商人》時代から《工業，企業，組織》時代へ―経営学の胎動
江戸期には『商売往来』（寺子屋の習字兼商業用語修得用の教科書），『塵劫記』（そろばん教
科書）などの商取引実務知識に関する木版教科書や，石門心学（石田梅岩とその門弟たちによ
る商業道徳論），大商家の家訓・店則・家法等の流布に代表される商人学というものがあった。
三都（江戸，大坂，京都），特に大坂・京都を中心に，こうした動きが盛んであった。
明治維新は事態を一変させることとなった。文明開化，殖産興業，近代企業育成という方針
のもと，明治初期における欧米の会社制度・洋式簿記・教育制度の輸入，欧米経済学書や商業
諸学書・商業事情書などの翻訳紹介が，堰を切って始まった。やがて，明治中期になると，日
本人による商業諸学書の刊行が見られるようになる。そして２０世紀初頭（明治３０年代）の頃
の日本では，商業学，商業経済学，私経済学，工業経済学，労働保護論，カルテル・トラスト
論などの議論が，かなり整理された形で出始めた。その動きは明治後期に至って，それらの
《理論化・体系化・経営学化》への議論へとつながっていったのである。例えば商業通論，商
業経営法，商事経営学，工業実地経営論，企業論，工場法，賃金論などの一連の著作が出現し
たし，さらにドイツの議論の影響を受けた《企業と経営の概念》論争，明治末には雑誌記事に
よるテイラー・システムの紹介（アメリカから）などが見られたのであった３。
これを要するに，現実の経済活動の現場が，江戸期の《商業，個人商店，商店主》の視点か
ら，明治末には《工業，企業，組織》の視点に移りつつあり，それに伴い江戸期以来の商人学
３ こうした学的変化の基礎には明治維新以後の経済発展があることは言うまでもないが，それに伴っての商業
教育の発展・高度化が大いに関係している。このことの詳細については片岡信之『日本経営学史序説―明治期
商業諸学から経営学の胎動へ』文眞堂，１９９０を参照のこと。
――経 営 論 集――４６
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から明治末の商事経営学・工業経営論・企業論を志向する方向に変貌してきていたということ
が出来る。経営学誕生に向けての気運が胎動しつつあったのである。
２．経営学の誕生―２つの経営学類型の形成
大正期（１９１２―，大正１―）に入るや否や，アメリカの企業・経営事情の紹介やテイラー
（Taylor, F.W.）『科学的管理法』の翻訳とその系譜に属する書・論文が，実務家たちを中心
にして，アメリカから大量に輸入・紹介され始めた。これによって，アメリカ流の管理論的色
彩のなかった従来の日本の商業学・商業経営学・工業経営論等に飽き足らなかった人々（特に
実務家）の間で，管理論的要素の研究が急速に普及していくきっかけが生まれた。また，主た
る研究対象も，徐々に商業現場の第一線商業業務活動から製造＆商業現場の管理活動に移って
行くようになった（工場管理，工場能率増進法，標準化，単純化などの著作・翻訳紹介の急
増）。さらに，『科学的管理法』の影響をうけた人事管理論（賃金形態，利潤分配，労資協議，
工場委員会，工場衛生，産業心理等），販売管理論的な書や論文が多数出てくるようになった。
そして実務の現場でも，先進的な工場では実際に科学的管理法が実践され，これらを紹介推進
するのに貢献した組織として協調会（半官半民。１９１９―，大正８―），大日本文明協会（１９０８―，
明治４１―。大正１４から財団法人文明協会），中外産業調査会などがあり，翻訳・紹介・実例
紹介などを精力的に行った。また，高等教育機関（小樽高商＝現小樽商大，東大経済学部，早
稲田大学商科，大阪高商＝現大阪市立大学，慶應義塾，東京高商＝現一橋大学）でも科学的管
理法関連の講座が開かれるようになったのである。
他方，ドイツでの動向については，明治期末頃から企業の実情を伝える論文や書は出ていた
が，やがて理論面でも，ドイツの私経済学・経営経済学・企業論の紹介や影響を受けた論文や
書物が，少しずつ増えてくるようになる。特に東京高商系，神戸高商（現神戸大学）系，東京
帝大系の学者がその中心であった。ドイツに留学した若き商業学者たちは，ドイツから，①従
来の商業学を超える新しい学問である経営経済学を樹立するための経営学方法論的な問題意識
（経営経済学・私経済学・企業経済学などは何を研究対象とし，どのようにアプローチすべき
なのかということ），②企業形態論や企業集中論，③財務論，④計理論（会計学，ないし経済
計算論）などをもたらし始めた。この頃以後に経営学の世界で頭角を現し経営学論壇の学界牽
引役を担う事になっていく２０歳代から３０歳代の諸学者（増地庸治郎，平井泰太郎，中西寅雄，
村本福松，池内信行ら）が，米独英伊など欧米諸国に留学して帰国したのも大正後半から末期
頃であった４。
このような動向の中で，大正末期には，大正初期～中期にでた多くの議論（著書，翻訳，論
――日本における経営学の歴史と現在―― ４７
／■修校了／１－３９９／本文／Ａ１３９９Ｆ 2017.03.14 11.48.28 Page 73
文等）を踏まえつつ，経営学的研究は２つの方向に向けて理論的に集約されてきていた。それ
は，一方では①アメリカ経営管理論の系譜に属する著作群として，神田孝一『労働能率研究』
（１９２２ 大正１１），池田藤四郎『能率増進科学的経営法』（１９２３ 大正１２），神田孝一『工場管
理論』（１９２６ 大正１５），国松豊『科学的管理法綱要 能率増進及応用』（１９２６ 大正１５），馬
場敬治『産業経営の職能と其の分化』（１９２６ 大正１５），渡辺鉄蔵『工場経営論』（１９２６ 大正
１５）などの出版に見られ，他方では②ドイツ経営経済学の系譜に属する著作として，渡辺銕蔵
『商事経営論』（１９２２ 大正１１），増地庸治郎『経営経済学序論』（１９２６ 大正１５年に刊行さ
れ，日本で初めて経営経済学の名称をつけた書）が出現し，経営管理論系と経営経済学系とい
う２つの類型が明確化してきたことに示されている５。しかもこれらはそれぞれ，いずれも，
すでに一定の包括的・体系的展開となっており，その後の日本の経営学発展の基礎とでも言う
べきものであった。
いまこの２つの類型を代表する２冊の書から，目次を取り出して内容構成・体系について見
てみると，下記の通りである。これを見れば神田孝一『工場管理論』（大正１５年）がアメリカ
経営管理論系に軸足を置いているのに対して，増地庸治郎『経営経済学序論』（大正１５年）と
渡辺鉄蔵『商事経営論』（１９２２ 大正１１）はドイツ経営経済学を基軸にして展開されているこ
とが具体的にわかるであろう。
神田孝一『工場管理論』（１９２６ 大正１５）目次
第一編 經營
第一章 經營形態 第二章 工場所在 第三章 工場型態 第四章 工場業種 第五章 工場規模
第二編 作業
４ さらに，日本経営学会設立１年後の１９２７年（昭和２年）には，３０歳の佐々木吉郎がベルリン大学に留学し
ている。佐々木はずっと後の第二次大戦後，私立大学としては初の経営学部を彼の母校である明治大学に創設
した人であった。この論集本号を捧げられる小笠原英司教授（経営学博士）は佐々木の愛弟子である故藤芳誠
一教授の愛弟子であり，つまり孫弟子筋にあたるということになる。
５ 大正期の文献については，齋藤毅憲・森本三男両氏による「経営学文献目録」（『日本経営学会誌』第１２
号，２００４），片岡信之「大正期の経営学関係文献（Ⅰ）『経済経営論集（龍谷大学）』第２０巻第２号，１９８０．８，
同「大正期の経営学的研究文献（Ⅱ）『経済経営論集（龍谷大学）』第２０巻第３号，１９８０．１１を参照。これら
の文献リストを見れば，以上で述べたことが首肯されるであろう。また，次の拙稿も参照されたい。片岡信之
「大正期経営学関係文献から見た経営学成立史（上）―大正前期」『桃山学院大学経済経営論集』第５０巻第１／
２合併号，２００８．６，同「大正期経営学関係文献から見た経営学成立史（下）―大正後期」『桃山学院大学経済
経営論集』第５０巻第３号２００８．１２，８３ 大正前期における科学的管理法の流入と商工業学へのインパクト（１）
『桃山学院大学経済経営論集』第５３巻第１号２０１１．７，同「大正前期における科学的管理法の流入と商工業学
へのインパクト（２）『桃山学院大学経済経営論集』第５３巻第２号，２０１１．１０，同「大正前期における科学的管
理法の流入と商工業学へのインパクト（３）」『桃山学院大学経済経営論集』第５３巻第３号，２０１２．２，同「大正
期における企業論研究の動向（１）『桃山学院大学経済経営論集』第５３巻第４号，２０１２．３，同「大正期におけ
る企業論研究の動向（２）」『桃山学院大学経済経営論集』第５４巻第１号，２０１２．６。さらに，裴富吉『経営学発
達史』学文社，１９９０の第１章及び巻末付表も参照されたい。
――経 営 論 集――４８
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第一章 作業組織 第二章 作業形態 第三章 協業體容 第四章 作業時間 第五章 作業能率
第三編 設備
第一章 衞生設備 第二章 危害防備 第三章 火災防備
第四編 編制
第一章 管理組織 第二章 編制人件 第三章 編制形態 第四章 編制運用 第五章 工場委員制
第五編 職工
第一章 雇傭形態 第二章 職工類別 第三章 職工移動 第四章 失業事情 第五章 職工衞生
第六章 職工厚生 第七章 共濟組合
第六編 勞銀
第一章 勞銀構成 第二章 勞銀本質 第三章 勞銀形態 第四章 時間拂勞銀 第五章 出來高労
銀 第六章 複式拂勞銀
増地庸治郎『経営経済学序論』（１９２６ 大正１５年）目次
第一章 經營經濟學の名稱（一 商業學 二 商業經營學 三 私經濟學 四 單獨經濟學 五 營利
經濟學 六 「經營學」 七 Betrieb-Wissenschaft 八 經營經濟學
第二章 經營經濟學の發達（一 先驅 二 カメラ學派 三 商業學の衰退 四 新商業經營學の成立
五 經營經濟學の成立
第三章 經營經濟學の任務（ブレンターノ エーレンベルヒ デイール シユパン リーフマン ワイ
ヤーマン・シエーニッツ 福田博士 上田博士 シエアー シユマーレンバツハ ライトナー ワルブ
ザイフエルト ニツクリツシユ 石川博士 内池博士 渡邊博士
第四章 經營經濟學の問題と分科
第五章 經營經濟學の研究方法
渡辺鉄蔵『商事経営論』（１９２２ 大正１１）目次
第一部
一 國民經濟學と私經濟學の關係 二 私經濟學は學か術か 三 私經濟學の研究範圍 四 私經濟
學發達史 五 獨逸に於ける高等商業教育發達の沿革
第二部
一 企業の財産組織 二 企業財産評價の原則 三 秘密積立金の推算 四 企業の取引所價格と貸
借對照表價格との關係 五 固定資産の減價銷却に就きて 六 日獨纎維事業會社固定資産減價銷却
比較 七 電氣事業會社固定資産減價銷却の實状 八 企業の安全と準備金 九 企業の流動力 十
我國七大銀行の流動力 十一 貸借對照表に現はれたる日本郵船會社 十二 取引期間の計算
第三部
一 市況の變遷 二 金融と金利との關係 三 金利と有價證券相場との關係 四 我國株式會社の
營業成績 五 獨逸の株式會社の營業成績 六 獨逸の有限責任會社と株式會社との比較竝に其の設
立に就いて
第四部
一 會計發達畧史 二 會計士制度の沿革
このように日本の初期経営学は，大正の後半～末期に，アメリカ経営管理論，ドイツ経営経
済学の両方からの影響を直接に受けつつ形を整え，この面での高等教育機関６や研究者も増え，
徐々に学問としての認知を受けるようになっていった７。大正１５年（この年は１２月２５日から
６ 詳しくは前掲拙著『日本経営学史序説』を参照されたい。
７ 但し，大正期全体を通じてみれば，アメリカ系の科学的管理法を中心にした論文・翻訳・著書が多く，それ
にくらべるとドイツ系の議論はさほど多くはなかった。大正期の文献目録（（注）５）を参照されれたい。
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昭和元年となった年でもあった）の７月１０日に日本経営学会が設立されたのは，そのような
動きの一つの延長線上にある帰結といってよい８。創立大会で学会名を巡って２時間にわたる
大議論の末，（商学会ではなく）経営学会に７割の賛成を得て決定したということは，時代の
息吹を感じさせるものであった９。すでに遅くとも大正末期までには，今日巷間で見かける経
営学書と比較してもさほど遜色のない程度の体系の書がいくつも刊行されていたことを考えれ
ば，日本経営学会の創立は，こうした動向の延長線上にあった必然という面があった１０。そし
てその動きは，まもなく，昭和５年（１９３０）頃から不況下国策の一環として展開された産業合
理化運動の流れに吸収され，合理化論として形を変えて展開されていくこととなっていく。
３．戦前日本経営学における主要論点
このように日本経営学会は創立されたが，そこではどのようなことが主要テーマになったの
であろうか。それを最も端的に示すものは学会大会の統一論題であろうと考えられるので，以
下において論点が何であったかを示しておこう１１。統一論題は，時代背景と極めて密接に結び
８ 日本経営学会は１９２６年に創設以来，２０１６年で１００年目を迎えた。第１回大会大会時の登録会員数（１９２６年
１１月２５日現在）は３４２名（学校関係者２０７名，実務関係者１３５名）であった。この創立時期は，ドイツ１９２１
年，アメリカ１９３６年という創立時期と比べても遜色のないものであり，その他の国の経営学会は第２次大戦後
の６０年代から９０年代に集中していることを見れば，日本経営学会の先見性が高く評価されるであろう。学会
は今日，会員数も約２，０００人前後にまで増え，社会科学分野有数の古い歴史と規模を誇る学会にまで成長した。
９ 創立について述べた文献は幾つかあるが，包括的に記述したものとして，さしあたり山本安次郎，前掲書，
第３章を参照のこと。
１０ この点に関して山本教授はこの創立以前を経営学「前史」とし，創立後を「本史」の始まりとしつつ，「日
本経営学会の成立は経営学そのものの成立ではない。……経営学という名はいわば公認せられたが，それに盛
るべき『中身』はこれからである」とされた（同上書，３６頁）。山本教授の唱えられる「本格的な経営学」が
当時もちろん存在したわけではなく，その意味では「経営学そのものの成立ではない」という言は，教授の立
脚点からすれば当然だったであろう。しかし，教授が逝去されるまでずっと「本格的な経営学」がないと嘆い
ておられたことからみれば，日本経営学会には一貫して「中身」がなかったということになりかねない。これ
は厳しすぎる評価ではないかと思われる。むしろ，明治期までの商業諸学が大正前期に，米独経営学の翻訳や
紹介を媒介としながら，一応日本人としての諸知識を体系化し始め，方法論的問題意識を持ち始めたという事
をもって，経営学史の始まりと見なしてよいのではないかと考えられる。その意味では日本経営学会創立以前
に経営学の実質的中身は一応あったと私は見ている。なお，ほぼ同様な見解は，すでに裴富吉，前掲書でも提
示されている。
１１ 大会統一論題の詳細一覧は「日本経営学会五〇年の歩み」（『経営学の回顧と展望』経営学論集４７集 日本
経営学会五十周年記念特集），１９７７，千倉書房所収：「日本経営学会全国大会統一論題の変遷」『日本経営学会誌』
創刊号，１９７７．４所収：「日本経営学会最近１０年の歩み」（『情報化の進展と企業経営』経営学論集５７集 日本
経営学会六十周年記念特集），１９８７，千倉書房所収：「日本経営学会最近１０年の歩み」（『現代経営学の課題』経
営学論集６７集 日本経営学会七十周年記念特集），１９９７，千倉書房所収：「日本経営学会最近１０年の歩み」（『新
時代の企業行動―継続と変化』経営学論集７７集 日本経営学会八十周年記念特集），２００７，千倉書房所収：な
どを参照のこと。簡略な一覧は山本安次郎，前掲書及び裴富吉，前掲書にもある。
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付いているので，背景を区切って見ていくことにする。
１．慢性的大不況下における日本経営学会の誕生
第一次世界大戦期においては，ヨーロッパの軍需に支えられた大戦景気と呼ばれる好況に沸
き，にわか成金も多数誕生した大正バブルの日本であったが，大戦終結とともに状況は一転
し，戦後恐慌に陥ることになった（１９２０年～，大正９年～）。次いでまもなく１９２２（大正１１）
年秋～年末には多数銀行の休業・支払い停止による銀行恐慌が起こり，さらに追い打ちをかけ
て，関東大震災による震災恐慌が襲った（１９２３年，大正１２年）。このような慢性的恐慌への
移行は，政府対応の不手際もあって，１９２７（昭和２）年の昭和金融恐慌へと突入していく。日
本経営学会が産声を上げたのは，このような時期の最中だったのである。
日本経営学会は次のような統一論題を取りあげている。
第１回大会のテーマは会計士（計理士）問題であった。これは既に明治末頃から水島鐵也，
鹿野清次郎らによって取りあげられていたが，それが１９１４（大正３）年（河津暹），大正６年
（渡辺鉄蔵），大正８年（浅田博），大正１０年（岡本真一），大正１１年（柿原夏雄），大正１２
年（飯田静次郎），大正１３年（渡辺義雄，飯田静次郎，原口亮平），大正１４年（渡辺義雄，渡
辺寅二，岡田誠一，平井泰太郎，増地庸治郎，船田勇，西谷健太郎，商工省商務局，会計士法
期成同盟会）などの諸論文に引き継がれ，実務の世界でも，具体的に会計士法が喫緊の課題に
なっていた１２。法制化は既に大分前の１９１４年帝国議会に会計監査士法案として提出されていた
ものの，何度も流れ，１９２７年にやっと計理士法として成立し，ただちに施行されたのであっ
た。そのような時代背景を承けての統一論題設定であった。
第２回大会では株式会社制度がテーマとなっている。株式会社については，これも明治期以
来多くの議論があったのであるが，大正期にも有限責任制を巡っての福田徳三・上田貞次郎・
関一・花岡敏夫らの間の論争１３，工業金融，企業連合や合同，企業形態，持株会社，株式会社
の現代生活に与える影響などの視点から多様な書や論文が展開されていた（株式会社論ではド
イツの議論の影響が強く見られた）。この流れを承けて，テーマ設定がなされたのである。
第３回大会では商業教育制度が取りあげられている。商業教育は夙に明治期に高等商業教育
機関が東京高等商業学校（１８８７年，明治２０年），市立大阪高等商業学校（１９０１年，明治３４年），
神戸高等商業学校（官立第２高商，１９０２年，明治３５年）の３高商が，それぞれ昇格あるいは
１２ 明治末以来，会計不正に絡んで会計士問題が経済界や学会の課題と議論になっていた。
１３ 論争内容については次を参照されたい。片岡信之「企業者の本質―大正初期の論争を中心に」『商学論叢』（中
央大学）第５４巻第５号，２０１３年３月。
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新設されており，当時の斯学では最高の教育機関であった。特に東京高商は１９２０年（大正９
年）には，さらに大学令による東京商科大学に昇格した。大阪高商も神戸高商も，大学への昇
格が間近であった（日本経営学会設立２年後の１９２８年＝昭和３年と翌年とにそれぞれ市立大
阪商科大学，神戸商業大学に昇格）。ほかに東京帝大法科大学商業学科（１９０９年，明治４２年。
のち経済学部商業学科）もあった（但しこれは必ずしも充実していなかった）。早稻田や明治
など，私学も内容を高度化し，充実してきていた。こうして明治以後整えられてきていた日本
の商業教育は，初等―中等―高等のすべてのレベルが今や一通り揃ってきたのであり，改めて
商業教育の体系的なありかたが問い直されるようになったのである。
第４回大会は①経営学自体の諸問題，②官営及び公営事業の二つが掲げられた。前者は，ド
イツでの方法論的議論の影響を受けつつ，初期の経営学会として経営学とは何かを問おうとす
るものであり，後者はやや商業学の名残を残しながら，国営，公営事業の諸領域を取りあげて
いる（会員に商学研究者が相当数いたことを反映していたと考えれる）。
第５回大会は中小商工業問題が挙がっている。明治期の産業発展の中で近代的大企業が生ま
れる反面，在来の中小商工業者の存続が社会問題となってきたため，中小業者（や農民）を保
護・救済するために，信用・販売・購買・利用の４種に亘って産業組合（協同組合）が作られ
ていた（１９００年，明治３３年の産業組合法）。さらに，モノ作りだけではなく，商業において
も百貨店をはじめとする新種の商業者が現れ，中小商業者と百貨店との利害対立も，折からの
恐慌下でもあり，深刻であった。統一論題では，このうち，小売商の将来，店員制度，小売商
対百貨店問題，中小商工業者の金融問題が論じられている。
第１回大会統一論題 会計士（計理士）制度 １９２６年１１月２０日～２２日
欧米に於ける会計士制度 東京帝国大学渡辺鐵藏／本邦に於ける会計士の沿革及現状 明治大学中村茂
男／会計士観の種々相 神戸高等商業学校平井泰太郎
第２回大会統一論題 株式会社制度 １９２７年１０月２２日～２４日
我国に於ける会社金融の問題 大阪高等商業学校松崎壽／株式資本の保護について 神戸高等商業学校
原口亮平／株式資本の議決権及び機関に就て 東京帝国大学中西寅雄／株式会社の計算 東京商科大学
増地庸治郎
第３回大会統一論題 商業教育制度 １９２８年１０月１８日～２０日
中等商業教育改善論 早稲田大学小林行昌／本邦高等商業学校に於ける学科課程に就て 名古屋高等商
業学校国松豊／大学商業教育に対する我国社会の要望 東京商科大学高垣寅次郎／我国商業教育の現状
彦根高等商業学校矢野貫城
第４回大会統一論題 経営学自体の諸問題・官営及び公営事業 １９２９年１０月１７日～２０日
（第１部経営学自体の諸問題）企業及び経営の目標 大阪商科大学村本福松／経営経済学の科学性 東
京商科大学増池庸治郎／経営学的考察 神戸商業大学平井泰太郎
科学的経営学の続時代性に就て 野村証券株式会社勝田貞次／経営学の限界 大阪商科大学竹島冨三
郎／取引理論としての商学の内容 神戸商業大学福田敬太郎／我国に於ける商業学及経営学の発展につ
いて 東京商科大学上田貞次郎
（第２部官営及び公営事業）中央卸売市場に於ける卸売業者の単複制度と市営制度／彦根高等商業学校
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原田博治／鉄道の国民経済上の特質を論じ鉄道の経営主義及鉄道制度に及ぶ 長崎高等商業学校武藤長
藏／本邦国有鉄道の実績より 立教大学伊藤重治郎／塩の専売 東京商科大学山中篤太郎／銀行国営論
の三系統 明治大学春日井薫／郵便貯金制度の改善問題 大阪商科大学松崎壽／我国に於ける簡易生命
保険事業 簡易保険局亀田豊治朗／公営保険の本質 早稲田大学末高信／輸出信用保険の組織に就て
神戸商業大学瀧谷善一／公企業に関する若干の疑問 元神戸市会議員竹田龍太郎／本邦市営事業の改善
大阪市長関一
第５回大会統一論題 中小商工業問題 １９３０年１０月１８日～２０日
小売商の将来 神戸商業大学平井泰太郎／店員制度 日本大学井上貞藏／小売商対百貨店問題 明治大
学井関十二郎／中小商工業者の金融問題 大阪商科大学松崎壽
２．産業合理化運動，不況下統制経済から戦時統制経済体制への収束
既述のような慢性的な不況のなかで，企業が大量倒産し，失業者は増大するという状況に
あって，時の浜口内閣がこれを打開すべく打ち出したのが金解禁，緊縮財政，産業合理化等で
あった（１９３０年，昭和５年）。物価引き下げ策を採用し，市場にデフレ圧力を加えて産業合理
化を促し，高コストと高賃金の問題を解決しようと狙うものであった。大戦景気で気が緩み，
効率の低下した企業の整理統合，不採算部門の整理等によって生産性を高め，国際競争力をつ
けようとしたのであった。これは企業に痛みを強いる政策であり，事態は好転しなかった。し
かも，折からの世界恐慌と重なって不況は悪化して倒産，失業，農村窮乏化はますます深刻と
なったため（昭和恐慌），翌年に金解禁・緊縮財政・非募債政策は放棄され，逆に金輸出再禁
止，軍備拡張，農村救済を目的とする積極財政・景気刺激政策に転じた（１９３１年，昭和６年）。
満州事変（１９３１年），日中戦争（１９３７年―），太平洋戦争（１９４１年―）と断続的に続いた戦
争や積極財政政策によって，政府借入が増え戦争インフレーションの懸念があったが，統制経
済と戦時国債の個人購入で資金を吸収し，辛うじてインフレを抑えていた（敗戦後はこれが一
気に噴出する）。
金解禁時に設置され，その後もずっと企業経営に大きな影響を与えたものとして臨時産業合
理局（１９３０年，昭和５年），重要産業統制法（１９３１年，昭和６年），工業組合法（同）などが
ある。これらを通じて強制カルテル化による不況の克服をはかろうとしたのであるが，これは
重要産業分野や中小企業に国家が統制をする政策の端緒を切り開いた。その後，重要産業統制
法は１９３６年（昭和１１年）に改訂・強化され，トラストも対象となり，さらに日中戦争対応の
ための国家総動員法（１９３８年，昭和１３年）による人的・物的資源総動員＝国防目的達成手段
に変質し，軍部と官僚による統制の戦時国家統制経済に流れ込んでいくことになった。
これと並行して国家総力戦のため軍需産業を確立するために生産能力の１．５～１０倍増をめ
ざす生産力拡充計画が決定，実施された（１９３９年，昭和１４年）。しかし，この計画もさらに
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第二次計画も，結局は目標を達成することが出来なかった。
このような背景のうえで，日本経営学会の統一論題は，以下に見るように，戦時国家統制経
済に向けての時代的要請に見事なまでに直結していくテーマを毎回設定してきたのであった。
第６回大会統一論題 産業合理化と失業 １９３１年１０月１０日～１２日
産業合理化と失業 名古屋高等商業学校赤松要／産業合理化と失業 東京帝国大学中西寅雄／産業合理
化の諸問題 貴族院議員 中島久萬吉
第７回大会統一論題 商品市場組織 １９３２年１０月１６日～１８日
商品配給組織の発展傾向について 京都帝国大学谷口吉彦／大阪市を中心とする配給市場組織の比較研
究 資本系統より観たる配給統制問題―大阪商科大学高等商業部松井辰之助／毛織物市場組織 横浜商
業専門学校木村元治／我国に於ける農産商品配給組織特に農産生鮮食料品市場に関する研究 神戸商業
大学福田敬太郎／満洲に於ける特産物取引の状態―特に大豆の配給に就て 横浜高等商業学校井上亀
三／大分地方に於ける主要産物の買集組織―配給機能の分担の研究―大分高等商業学校太神和好／水産
物配給組織 長崎高等商業学校馬場誠／東京市に存在する魚市場組織の現状 明治大学林久吉／綿練市
場に就て 鐘淵紡績株式会社井上潔
第８回大会統一論題 経営とインフレーション １９３３年１０月２８日～３０日
（第１部金融とインフレーション）インフレーションと銀行信用 明治大学春日井薫／生命保険に対す
るインフレーションの影響とその対策 早稲田大学末高信／金本位停止下の為替相場に関する一考察
慶慮義塾大学金原賢之助
（第２部貿易とインフレーション）近時為替相場の変動条件に関する統計的研究 神戸商業大学柴田銀
次郎／インフレーションと貿易との関係 大阪商科大学竹島冨三郎／日印貿易と為替問題 山口高等商
業学校二宮丁三
（第３部会計とインフレーション）インフレーション下に於ける会計処理に就て若干回想 横浜高等商
業学校小宮山敬保／実質資本維持会計の本義 高岡高等商業学校不破貞春／インフレーションと企業の
評価に就て 小樽高等商業学校室谷賢治郎／貨幣価値変動期の経営分析 東京商科大学高瀬荘太郎
第９回大会統一論題 貿易統制 １９３４年１０月１４日～１６日
輸出統制の現状と其改善策 東京商科大学猪谷善一／輸出生絲販売統制 横浜高等商業学校井上鎧三／
輸出組合の統制事業について 大阪商科大学尾形繁之／新貿易政策としての為替清算制度 拓殖大学宮
川貞一郎／我国に於ける貿易統制の実証的考察 早稲田大学上坂酉三／貿易統制に就て 鐘淵紡績株式
会社井上潔
第１０回大会統一論題 カルテル問題 １９３５年１０月１７日～１９日
セメント・カルテルの現状について 浅野セメント株式会社中川孫一／統制経済の強化とカルテルの変
質 京都帝国大学大塚一朗／日本に於けるカルテル統制政策の発展 小島経済研究所小島精一／カルテ
ルにおける統制と自由 名古屋高等商業学校赤松要／カルテル精神 住友合資会社目崎憲司
第１１回大会統一論題 統制経済と企業経営 １９３６年１０月１４日～１６日
統制経済下の企業経営理論 大阪商科大学松井辰之助／統制経済下における企業家の任務 経営経済学
の規定とその問題 名古屋高等商業学校酒井正三郎／統制経済は経営経済から―綜合経営の技術化 日
本産業株式会社宇原義豊／経済統制に伴ふ企業経営上の犠牲 山本栄助／統制経済と満洲に於ける企業
経営 長崎高等商業学校馬場誠／本邦輸入統制の特異性 日本綿花株式会社浜野恭平／組合の会計 大
阪商科大学陶山誠太郎／産業組合と農産物販売統制 山口高等商業学校菊澤謙三／産業組合課税問題
税制改革案の国民大衆に及ぼす影響 専修大学篠田七郎／工業組合の進路 慶應義塾大学園乾治／統制
経済に於ける配当制限問題 早稲田大学長谷川安兵衛
第１２回大会統一論題 最近に於ける企業・経営組織の諸問題 １９３７年１０月１６日～１８日
企業組織の体系 住友合資会社目崎憲司／統制経済と企業組織 商工省事務官岩崎松義／組織原則とし
ての経営比較思想 経営比較と経営協同の問題 横浜高等商業学校黒澤清／価格統制と原価計算 神戸
商業大学林健二／国民経済の計画性に就て 企画庁調査官小金義照／計算カルテル 東京商科大学国弘
員人／強制カルテルの基本的考察 東京帝国大学高宮晋
――経 営 論 集――５４
／■修校了／１－３９９／本文／Ａ１３９９Ｆ 2017.03.14 11.48.28 Page 80
第１３回大会統一論題 戦時体制下に於ける企業経営 １９３８年１０月１４日～１６日
戦時体制下に於ける小売商統制問題 慶應義塾大学岩田傍／戦時下の株式取引所並に株価 中央大学上
林正矩／戦時経済に於ける減価償却対策 早稲田大学長谷川安兵衛／九州の企業経営 長崎高等商業学
校馬場誠／生命保険に於ける戦争危険の保険 神戸商業大学白杉三郎／機械工業に於ける下請制につい
て 京都帝国大学田杉競／最高価格決定基準の一研究 経営固有の原価に適度の利潤を附加する方法に
ついて 彦根高等商業学校松本雅男／戦時経済と経営予算統制 山口高等商業学校中川秋穂／戦時体制
下に於ける海運経営 東京商科大学伊坂市助
第１４回大会統一論題 価格統制 １９３９年１０月１６日～１８日
統制価格の経営価格政策的諸問題 横浜商業専門学校山城章／物価統制と販売経営―物価政策と売価方
策との交渉 神戸商業大学福田敬太郎／価格統制と原価計算 原価計算利子論を中心として 関西学院
高等商業学校久保田音二郎／価格構成要素としての賃銀の統制に就て 賃銀統制の経営経済学的一考察
明治大学大木秀男／価格統制と配給統制 特に青果物を中心として 山口高等商業学校菊澤謙三／輸出
振興策としての物価統制―輸出価格統制より二重価格制へ 法政大学平野常治
第１５回大会統一論題 利潤統制 １９４０年１０月２０日～２２日
戦時経済と利潤統制 長崎高等商業学校馬場誠／営利主義および営利経済の再吟味―公益優先主義思想
下の企業本質に関する一考察―大阪商科大学松井辰之助／動態的経済発展と利潤統制 住友合資会社目
崎憲司／利潤統制と企業家精神 明治大学佐々木吉郎／原価及び利潤の統制の要素としての危険負担料
（Risikopramie）と減価償却費の問題 中央大学杉本秋男／利潤統制と生産力拡充 横浜商科専門学校
山城章／利潤統制と経済性計算 横浜高等商業学校黒澤清／利潤統制の影響 神戸商業大学平井泰太郎
第１６回大会統一論題 生産力拡充に関する諸問題 １９４１年１０月３１日～１１月２日
生産力拡充と原価計算―生産性指標としての原価計算の限界 大阪商科大学木村和三郎／生産力拡充と
経営比較 東京商科大学松本雅男／「生産力拡充」と「労務管理」 福島高等商業学校中村常次郎／生
産力拡充と労働能率 神戸商業大学古林喜樂／経営均衡と生産力拡充 横浜高等商業学校黒澤清／生産
力拡充と輸送力 明治大学麻生平入郎／生産力拡充と組織的合理化 東京帝国大学高宮晋
第１７回大会統一論題 経営理論の問題 １９４２年１０月１７日～１９日
経営経済学の日本的自覚 大阪商科大学松井辰之助／経済の本質と経済理論の問題 関西学院大学池内
信行／経営経済本質論 明治大学佐々木吉郎／経営学的認識の特性 和歌山高等商業学校北川宗藏／技
術論の課題 東京外国語大学亀井辰雄／経営の倫理と論理 大阪商科大学村本福松／国家と経営に関す
る心理学的一提言 日本大学青木庄左衛門／国家と経営 大分高等商業学校碓氷厚次
（なお，戦前の大会は１７回大会の後は１９４３年～４５年まで休止されていて，復活するのは戦後１９４６年
の１９回大会からである。なぜか１８回大会は欠番になっている）
戦前の統一論題の特徴点のひとつは，今日の視点からすれば，経営学固有のテーマが意外に
少ないことであろう。特に初期においてその傾向が強かった。議論は企業論領域，組織・管理
論領域，財務論領域等々においてというよりも，それとは異なった領域，商業，貿易，配給組
織，金融，証券，保険，中小商工業，会計，商業教育制度などの領域が多くを占め，報告者も
経営学固有の研究者とは今日的には評価しがたい人々も多いのである。この理由は，日本経営
学会創立時に商学会にするか経営学会にするかの大議論がなされたというような時代的制約
（会員に商学研究者が多くいたという会員構成，経営学とは何かが方法論的に問われ始めて間
もなかったこと，商業学会，日本金融学会，日本貿易学会，……等々のヨリ専門化された学会
がまだ日本には存在しなかったこと１４，など）にあるであろう。
第２の特徴点は，統一論題テーマが，常にその時代的現実と要請に密着して設定されていた
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ということである。この点は第１回大会以来一貫していた特徴であり，敗戦後も今日まで基本
的に引き継がれてきている特徴でもある。論点は常にホットな時流と繋がっていた。経営学と
いう極めて現実的な実務の場を捉える学問としては，一面では当然のことではあるが，しかし
ながら他面では，現実との間合いの取り方において，あまりにも無批判な即自的受容・認識・
主張を重ねてきたという批判を免れられないであろう。研究対象に即して研究する事は，対象
のあり方をそのまま即自的肯定的に認識し論じることと同じではない。この点からすれば，経
営学研究が，全体として，当時の時代潮流・時代精神に迎合しすぎて，議論の客観性・普遍性
において問題があったことを認め，教訓としなければならないであろう。
第３の特徴点は，上の第２点とも関係するが，統一論題報告者に実務家が，継続的に，一定
数散見されることである。この特徴は学会創設時からの特徴であった。学会設立時には会員中
で会社関係者が４０％を占めていたことの反映であろう。そしてこれは，今日の日本経営学会
には見られない特徴であった１５。学会会員に会員としてふさわしい条件を備えた実務家を迎え
ること自体は悪いことではない。経営学のように経営の実践的現実の場を取りあげる学問にお
いては，むしろ現場からの情報の提供は一定程度必要である。問題は，学会が科学的研究の立
場を守れるか否かという一点から判断されるべき事柄であろう。この点から言えば，戦時経営
学者は，学者を含めて，概して現実肯定的・即自的に寄りすぎていたのであり，学者の比率が
高ければ良かった……というような問題でもない。
第４の特徴点は，以上３つの特徴にもかかわらず，経営学をひとつの学問として成立させる
根拠を問おうとする方向の方法論的議論が全く無かったわけてではないことが挙げられる。第
４，１２，１５，１６，１７の各大会報告の底流としてそれは僅かに窺えるほか，当時発表された学術
雑誌論文にはズバリ経営学方法論を論じる論文が散見される。これは，日本経営学会成立直前
の大正末頃にドイツから入ってきた経営学方法論議論（例えば前掲の増地庸治郎『経営経済学
序論』，渡辺鉄蔵『商事経営論』をみよ）の延長線上にあった。しかし，議論は増地や渡辺ら
の水準を超えるものではなかった。
以上の特徴点は，日本経営学会統一論題報告以外の，他誌に発表された論文や書籍の一覧リ
ストを見ても，同様のことが言える。つまり，経営学と言ってもその外延や内包が，研究者間
で明確に共有されていなかった。このような状態で経営学は戦後を迎えることとなったので
１４ 日本商業学会が設立されるのは戦後の１９５１年である。また，日本会計研究学会が設立されたのは日本経営
学会に遅れること１１年の１９３７年であった事情の上に，そそもそもドイツでは会計領域は経営経済学に内包さ
れていた（会計学者は同時に経営経済学者でもあった）という事情が反映されている。
１５ 日本経営学会が規約改正をして会員資格を「経営学・商学を研究する者」とし，実務家と一線を画するよう
になったのは１９６７年大会での規約改正によってであった，とされる。海道進「編集後記」『経営学論集』５７集，
１９８７年，３４３―４頁参照。
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あった。
４．戦後日本経営学における主要論点
１．戦後日本経済の出発―１９４５～１９５４ 復興期
１９４５年８月の敗戦は，日本社会をすべてにおいて大きく変えた。GHQによる経済民主化
（財閥解体，農地改革，労働組合の合法化等），高インフレとその収束政策，経済再建のため
の重点産業復興政策，米政府の資金援助，単一為替レート設定，朝鮮戦争特需（繊維，鉄鋼，
消費需要，設備投資）などの激動を経て，１９５５年頃には戦前の経済水準に復活し，「もはや戦
後ではない」（『経済白書』１９５６年）といわれるまでに復興した。アカデミズムの世界でも，
戦前の思想弾圧で大学を追われた教員が復帰する一方，GHQの軍国主義者・国家主義者追放
令に基づく教員適格審査によって教員が追放された。
こうしたなか，経営学の研究者達も研究課題も大きく変わった。それを象徴的に示している
のが，敗戦直後の１９４６年に開かれた戦後初の日本経営学会大会（第１９回大会，統一論題：日
本経済の再建と経営経済学の課題）における諸報告であった。とくに第一部の報告は，「社会
主義経営学の提唱」「経営者革命と会社革命」「企業民主化の方向」等，戦前の大会ではあり得
なかった内容のものであった。そこでは戦時統制経済下の経営学の論点とはまったく対照的と
も言うべき，戦後の全面的な大変動の雰囲気を反映した新しい論点が示されていた。また，戦
時及び敗戦で崩壊した経済・経営をどう再建するかという問題意識が強く出た報告がなされて
いる。論者も論点も大きく入れ替わったのであった。
しかし，新しい論点を提出するにせよ，当面の企業再建を論じるにせよ，従前の戦前経営学
についての全面的な批判的総括，それに基づく理論的超克の視点は見られない。戦前の大会で
報告した論者も何人か報告しているが，自らの戦前報告の内容との関連についての総括も自己
批判も抜けている。経済・経営の戦後復興・再建が喫緊の課題であったとしても，理論的総括
の作業は，理論家としては，やはり必要であったと思われる。
その後の戦後大会の統一論題を継時的に見れば「経営学の再吟味・経済変動と経営」（２０回
大会），「経営合理化の諸問題（２１回大会），「日本経済の安定と経営の諸問題」（臨時大会），「経
営学の基本問題」（２２回大会），「株式会社の問題」（２３回大会），「経営管理組織の合理化」（２４
回大会），「経営財務の諸問題」（２５回大会），「労使関係の基本問題」（２６回大会），「経営学の
再検討・現下の経営財務問題」（２７回大会）となっており，まさに理論的総括の場としてふさ
わしい回が何度もあったと思われるのであるが，結局それはなされないままで過ぎた。新しい
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状況下で経営学はどんな課題と向き合わねばならないのかという事についての問題意識は強く
感じられるものの，戦前経営学と関連づけて何がどう変わるのか（変わるべきなのか），ある
いは変わらないのかという理論的総括の視点はないのである。何度か出てくる「再検討」「根
本問題」「基本問題」などの意味は，当面する新しい戦後の事態にどう対処するかという目前
の課題に絞られている。取りあげられている主な論点は，当時を反映して経済再建，経営合理
化，組織合理化，大量生産，中小工業，労使関係，賃金，人間関係，財務，株式会社，経営者
支配などであった。
ともあれ，こうして再出発した日本経営学会は，これ以後も毎年１回の年次大会を開催して
いくことになった。字数制約の関係上，以下においては，各大会の統一論題名と主要報告内容
を，開催校・報告者名・所属等を割愛して，キーワード的にもう少し詳しく示す事にしよう。
第１９回大会統一論題 日本経済の再建と経営経済学の課題 １９４６年１１月１５日～１６日
（第１部）社会主義経営学の提唱／経営者革命と会社革命／企業民主化の方向／日本経済の再建と経営学
（第２部）科学的管理と経営系列／作業研究の課題／中小工業経営の再建―陶磁器工業を中心に／経済
再建と中小工業
（第３部）標準原価について／経営比較調査の職能／経営価値循環について―計理制度の前提／貨幣価
値低落時の経営財務対策と経理操作
第２０回大会統一論題 経営学の再吟味・経済変動と経営 １９４７．１０．１８―２０
（第一部経営学の再吟味）経営者支配の経営学的意義／経営者の性格と職分／経営者論／複式簿記の経
済的本質／経営経済と大量生産の法則／経営工学の在り方
（第二部経済変動と経営）経済変動と経営規模／経済変動と生活賃金体系／アメリカ内部監査制度／株
式消化問題／経済変動と中小商業／経済変動下の紡績業
第２１回大会統一論題 経営合理化の諸問題 １９４８．１０．２９―３０
統一論題報告／人事管理の発展／わが国今次の合理化運動の特質／経営者的企業比較論の体系／販売管
理の合理化―需要者的観点に立つ販売計画の策定／経営の民主化・合理化とコントローラーズ・デパー
トメント／時間研究の経営学的考察／労働時間及び労働生産性／自転車工業に於ける合理化―系列化を
中心として
小樽商科大学開学記念臨時大会統一論題 日本経済の安定と経営の諸問題 １９４９．７．２―４
通貨安定化と産業合理化／日本経済の安定と集中生産の問題／経営における社会的均衡と経済的均衡
（Roethlisberger and Dickson, Management and the Worker, １９４７）／経済安定と配給組織／漁業経営
の安定条件
第２２回大会統一論題 経営学の基本問題 １９４９．１１．４―６
経営理論か経営実学か／経営経済学の実証性と規範性／経営学の立場と経営の立場／経営学の問題と対
象と法則／危機における経営学と安定期における経営学／生産力賃金と生活賃金／経済体制と人間類型
第２３回大会統一論題 株式会社の問題 １９５０．１０．２７―２９
公共関係としての公開業務／近代株式会社における所有と経営の分離／授権資本制度／株式会社財務管
理／株式会社と創業者利得／会計監理機構の性格と課題／アメリカの取締役会と企業経営
第２４回大会統一論題 経営管理組織の合理化 １９５１．１０．２７―２９
経営管理組織の合理化の歴史的意義／経営管理組繊の職能化／管理組織の標準化／管理の限界／企業組
織における投資活動の限界／「原価管理」の考え方について／経営管理組織の合理化／我国における職
階給制の経営管理制度的意義／経営の制度化とその限界／経営管理組織における人間関係／経営管理組
繊の基本問題
第２５回大会統一論題 経営財務の諸問題 １９５２．１１．８―１０
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経営財務論の性格と地位―経営体における財務の意味と財務論の地位／経営財務論と財務管理論／財務
表分析の発展動向―一九四〇年代のアメリカ財務表分析／資本支出の計画と統制／最有利予算の決め方
―プログラミングの一応用例／設備予算の基本理論／財務政策と企業会計原則／企業の資本蓄積対策私
案／株式会社の整理／ストック・ディヴィデンドの財務的効果／転換社債について
第２６回大会統一論題 労使関係の基本問題 １９５３．１０．３０―１１．２
労使関係の特質と経営学の課題／労資関係の構造的分析／労使関係の経営心理学的考察／「労使関係」
の進歩性と保守性／社会主義企業の労使関係／新中国の企業に於ける公私並に労資の関係／団体交渉の
管理理論／人間関係と労使関係／労使関係と人事管理／賃銀交渉の理論／炭鉱賃金の算定論
第２７回大会統一論題 経営学の再検討・現下の経営財務問題 １９５４．１１．６―７
（第一部経営学の再検討）経営学の再検討／企業の基本構造／企業経済学の経営学化／経営学の出発点
としての経営事象の完全把握／国際経営問題と経営社会問題／経営意志形成の問題―グーテンベルクの
所説／経営学理論の思弁的観照／経営学の再検討／経営学の再検討
（第二部現下の経営財務問題）現下企業財務の問題点と財務管理の領域及び手段／固定資本支出の私経
済的効果と国民経済的効果／現下の設備投資効率測定上の問題／資金調達の方法―新株の引受権と発行
価格について
２．高度成長時代の日本経済と経営学―１９５５～１９７３
戦後復興期を過ぎ１９５４年（昭和２９年）後半～１９５７頃には，設備投資や家電製品を中心に
神武景気，１９５９年（昭和３４年）～６１年（昭和３６年）の岩戸景気，１９６４年（昭和３９年）の
東京オリンピックに向けての東海道新幹線・高速道路建設を中心にしたオリンピック景気と，
日本経済は年平均１０％の実質成長率を誇る高度成長期に入る。高度成長を支えた要因は，積
極的な技術革新，安価で優秀な労働力，活発な設備投資，国民の高い貯蓄率，政府の産業育
成・保護政策，低い軍事支出と民需中心経済，終身雇用と年功序列賃金と昇進による労使協
調，相対的に割安な為替レート，安価な原料・燃料などであった。これをバックに政府は貿易
自由化に踏み切る。１９６３には貿易自由化率が９２％となり，OECD加盟をして先進国の仲間入
りを果たした。また１９６７年から１９７１年にかけて５度に亘る資本の自由化が行われ，開放経済
体制が急速に進んでいった。そして，１９６８年にはGDPが西ドイツを抜き，資本主義国第２位
になる。一億総中流，大量消費社会，昭和元禄等と呼ばれる時代の到来であった。途中で何度
かの不況を挟みつつも，基本的には７０年頃までは高度経済成長時代であったと言ってよいで
あろう。
しかしながら，高度成長は他方では負の要因を産み出しもした。労働力不足，インフレに加
えて，公害が顕在化し，１９７０年には「公害国会」で国の公害防止姿勢が明確化された。「経済
成長よりも福祉を」が世論になって，成長第一主義に反省の気運が出てきた。それに加え
て，１９７１年のニクソン・ショック（ドル・ショック，金ドル交換停止）に伴う急激な円高と
それにともなう輸出大打撃が生じ，高度経済成長は終焉を迎えることになるのである。
折しも発生した１９７０年代の二度のオイルショックは，石油供給の逼迫と石油価格高騰をも
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たらし，折からの田中角栄『日本列島改造論』（１９７２年）による公共事業増，積極的財政政策，
便乗値上げなども絡んで，異常なインフレ（「狂乱物価」）を引き起こしたが，これに対処すべ
く急遽採用されたインフレ抑制のための総需要抑制策，金融引き締めは，やがて戦後初のマイ
ナス経済成長をもたらすことになっていく（１９７４年）。
この時代背景の中で，経営学に登場してきた主要テーマをキーワード的に示せば，次のよう
に実に多様なものであった。
技術革新と経営，管理と技術学，オートメーション，経営合理化，生産性向上，公害なき企
業経営，公害と経営学，経営と環境，企業エコロジーモデル，大企業と中小企業，企業合同，
企業の集団化と分権化，系列化，下請関係，貿易自由化と企業体質改善，貿易自由化と経営
学，日本企業の国際化，多国籍企業，国際経営比較，比較経営学，労務管理，労使関係，賃
金，職務給，人間関係管理，経営計画，長期経営計画，財務計画，稟議制度と計画，戦後１０
年の企業経営と経営学，収益性・経済性・生産性，労務管理，生産管理，研究開発管理，マー
ケティング，市場開発，経営組織，ビジネスリーダーシップ，事業部制，経営経営戦略論，経
営学の隣接科学，経営学の方法，経営学の体系と内包，経営学の本質と課題，アメリカ経営管
理論の動向，意思決定論，組織論的経営学，企業行動理論，行動科学的経営学，商業経営学，
中小企業経営学，ドイツ経営学の新動向，ビジネスエコノミクス，経営学史，経営史，経営政
策，個別資本説，社会主義経営学，経営者の社会的責任，企業の社会的責任，企業の社会的責
任と株式会社，企業の再検討，政府と企業，企業の公共的統制，地域開発。
これらを見れば，①復興期を経て今や高度成長期に至った日本経済と企業の当面した目前の
諸課題とともに，②アメリカやドイツ，特にアメリカ経営学の新しい理論動向を次々に導入し
ながら，経営学の内容を明確にし，体系化しようとする努力の動きがあったことがわかる。戦
前の統一論題テーマと明らかに異なるのは，商業学的色彩の議論がまったく消えたことであ
る。さらに，会計学領域の議論も消えている。戦後はドイツ経営経済学の影響が薄くなり，会
計学的研究領域をな内包していたドイツ流に代わって，それを内包しないアメリカ流の管理論
的経営学の影響下に置かれたことが原因であろう。
また，他方で，戦後に解放された労働組合運動を背景にして，企業に対する批判的研究を掲
げる批判的経営学のアプローチが盛んになった。これは日本に固有の企業研究と言われ，その
中は方法論的相違から個別資本説学派，上部構造説学派，企業経済学派などに分かれていた
が，その殆どは当時のソ連共産党流の「マルクス＝レーニン＝スターリン主義」を下敷きにし
ていて，後にこの「社会主義体制」が政治的・経済的に崩壊するとともに雲散霧消することに
なる。戦後提唱された社会主義経営学も同様な運命を辿った。
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第２８回大会統一論題 戦後十年の企業経営と経営学の再検討 １９５５．１１．１７―１９
経営経済学の回顧と展望／戦後十年の回顧と経営学の将来／戦後十年間の企業経営と経営学／個別資本
運動説の展開／企業をとりまく構造条件について／経営学の対象としての経営合理化と独占―経営学の
方法論に関する一考察／戦後の労使関係と労務管理／戦後十年の人間関係的管理の再検討／戦後の労務
管理の特徴／生産性向上と生産管理／生産性向上と賃金
第２９回大会統一論題 経営学の体系および内包 １９５６．１０．１２―１４
総論の体系および内包／管理技術学と経営学／経営学の本質および体系／経営学の本質および体系／経
営経済学史の体系／経営史の体系／経営政策の体系／社会主義経営学の体系／社会主義企業経済学の体
系と内包／商業経営学の体系／中小企業経営学の成立
第３０回大会統一論題 技術革新と経営学の課題 １９５７．１１．８―１０
技術の革新化に伴う企業経営の基準諸式／技術改新とドラッカー理舳の再検肘／経営組繊における自動
制御関係諭／オートメーションの二重性／科学投資，技術投資，設備投資／技術革新の販売及び購買に
及ぼす影響／技術の革新と経営政策／技術管理と設備投資／オートメーションの二重性と計量経営学の
課題／技術的進歩と経営形態／オートメーションと経営管理／最近のヒューマン・リレーションズ研究
―技術革新に関連して
第３１回臨時大会統一論題 経営計画の諸問題 １９５８．５．９―１１
計画職能と稟議制度／長期経営針画―新製品開発を中心として／通信網計画の基本問題と経済性／財務
計画における包括指標／財務計画と経営計画／経営計画の論理と実務／経営計画と不確実性／経営政策
と経営計画―長期経営計画について／経営の計画とわが国企業における計画の伝統的手法―稟議制度と
計画
第３２回大会統一論題 国民経済と企業 １９５８．１０．１７―１９
（一）収益性と経済性と生産性
生産性・経済性・収益性―ソヴェト経営／収益性，経済性及び生産性概念にたいする制度理論的吟味／
生産性・収益性・経済性／営業係数と資本係数／収益性・経済性・生産性と流動性
（二）経営者の社会的責任
経営者の社会的責任とその企業的責任および自己責任／経営者の社会的責任論／能率と公衆責任の経営
哲学／企業経営者の社会的責任
（三）市場開発と企業
市場開発と企業
（四）政府と企業
政府と企業との関係―独占禁止法を中心として／企業に対する公共的統制／生産性向上運動における国
家の役割／公営事業の性格とその経営方式／「政府と企業」に関する実業人の一考察／企業の立場から
みた政府と企業／企業と政府
第３３回大会統一論題 日本における経営の諸問題 １９５９．１０．２９―３１
（一）経営と地域開発
猪苗代十六橋水門の管理機構をめぐる経営経済的考察／北海道総合開発の経営学的考察／地域開発と鉄
道―公共性の問題／後進国経済開発と経営問題／経営と地域開発／北海道東北開発公庫の一考察
（二）ビッグビジネスとスモールビジネス
少占企業の非価格方策／わが国におけるヒューマン・リレーションズ―大企業とと中小企業への導入／
ファミリー・オーンド・ビジネスの問題
（三）経営組織の基本問題
経営組織の計量経営学的一考察／わが国企業経営の体質と職務給／日・米・独経営組織論の比較／共同
責任と個人責任
第３４回大会統一論題 現段階におけるわが国企業の集団化と分権化 １９６０．１０．２０―２２
集団的自衛によるわが国企業の集団化／技術革新と企業集団化／現段階における企業集団化の一契機―
貿易自由化とカルテル体制／分権的組織の意義と形態／系列化と事業部制／企業の系列化と計算制度の
問題／企業系列化と中小企業の存立形態／金属機械工業における下請関係の変化／わが国繊維産業にお
ける企業集中／経営組織研究の一視角／経営組織の概念と二重構造の問題／フォレット学説の研究／
アーウィックにおける経営概念の形成過程／サイモンに関する一考察／経営管理の基礎構造―組織と機
――日本における経営学の歴史と現在―― ６１
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械と人間／経営管理の最近の動向―アメリカの現状／企業者行為理論の展開
第３５回大会統一論題 貿易の自由化と企業の体質改善 １９６１．１０．２８―３０
貿易の自由化とわが国企業の体質改善―特に技術革新の水準について／自由化と「企業合理化」／「自
由化」と資本体質の改善―資本構成是正／貿易の自由化と油脂企業／貿易の自由化と北海道産業―石炭
企業の長期計画
第３６回大会統一論題 経営学における組織論の展開，その役割と地位 １９６２．１０．１２―１４
組織論の型と経営学的組織論の問題―バーナード組織理論を顧みつつ／経営学における組織論の展開，
その役割と地位／これからの経営組織論の方向／組織論の展開／管理システム論と組織論／組織理論の
展開と経営組織論／管理単位と組繊／経営学における組織論の課題／経営組織発展の論理と経営組織論
の課題
第３７回大会統一論題 労務管理と経営学 １９６２．１０．１７―２０
労務論の経営学的研究／経営労務の本質と体系に関する問題点―わが国労務管理論の批判／労務管理の
体系／経営における労務管理の地位と課題／労務管理の対象について／労務管理の形成作用／同一労
働・同一賃金論と労務管理
第３８回大会統一論題 財務管理と経営学 ０９６３．１１．２６―２８
現代企業における財務職能と資本担当トップ／アメリカ株式制度の導入とその現実／固定資本の経済的
寿命の測定―固定資本回転の問題／設備投資金融／投資決定における利益率法対現価法の解明について
の二つのアプローチ／経営財務の本質と企業の投資理論
第３９回大会統一論題 生産管理と経営学 １９６５．１０．２１―２３
生産管理と経営学／経済的生産ロット概念の再吟味／生産管理の現代的体系／生産管理のなかの労務管
理／生産管理と時間研究／経営管理と研究開発管理―オペレイショナル・ワークのひとつとしての研究
開発／生産の自動化と経営学の変貌／マテリアルス・マネージメント
第４０回大会統一論題 マーケティングと経営学 １９６６．１０．１２―１４
サブシステムとしてのマーケッテングについて／マーケティングにおける消費者行動の分析／「チャネ
ル・マネジメント」の課題と帰趨―拡張組織概念の適用／マーケティング・セオリー研究におけるイン
ターディスプリナリー・アプローチの意義／マーケティングの機能／マーケティングにおける価格方
策／マーケティング研究の本質及び学問的性格の変転
第４１回大会統一論題 経営学の基本問題 １９６７．１０．１７―１９
経営学の基本問題―意思決定論への批判／ドイツ経営学における経験―実証的傾向の新展開／経営学の
根本問題／経営理論の性格―法則輪・技術論・理念論／経営学の基本問題―近代経済学的思考の方法と
特徴／Business Economics の課題と展開／企業の独立と自由／組織論的経営学と企業の行動理論
第４２回大会統一論題 経営学の現代的課題 １９６８．１０．２４―２６
第Ⅰ部門 経営学の本質と課題
経営学の本質と課題―個別資本説と組織理論／無限という概念を経営学に導入すること／科学としての
経営経済学／経営学の本質と課題
第Ⅱ部門 経営管理の基本問題
意思決定論の課題／企業経営の機能的モデル構成の基礎／経営管理の基本問題―管理権限の問題をめ
ぐって／「経営」と「管理」の基本問題／バーナード理論の再認識
第Ⅲ部門 資本自由化と経営学の課題
世界企業の行動／資本自由化と独占企業の再編成過程―大型集中問題
第４３回大会統一論題 経営学と隣接諸科学 １９６９．１０．１０―１２
第Ⅰ部門 経営学と情報システム論
経営システムにおける機械と人間／情報システムと経営組織の調整
第Ⅱ部門 経営学と行動科学
「行動科学」的経営学の性格／経営学と行動科学的アプローチ／経営学と行動科学―経済人モデルと経
営人モデル／経営学における行動科学的新傾向批判
第Ⅲ部門 経営学とマネジリアル・エコノミックス
費用論と競争論との関連について／企業の経済理論と経営学／企業行動の経済分析の課題
第４４回大会統一論題 七〇年代の企業経営―経営学の発展課題 １９７０．１０．１３―１５
――経 営 論 集――６２
／■修校了／１－３９９／本文／Ａ１３９９Ｆ 2017.03.14 11.48.28 Page 88
日本における企業合同の問題点／七〇年代の労務管理の課題／経営者の社会的責任／経営戦略論の展
開／戦略的意思決定の変化／ビジネス・リーダーシップ／地方都市の企業における七〇年代の経営政策
―長野県／企業における環境制御責任―公害なき企業行動の諸条件
第４５回大会統一論題 七〇年代の経営学の課題 １９７１．１０．１４―１６
第一部 公害問題と経営学の課題
公害問題と株式会社制度／公害と経営／「公害」と企業経営／公害問題と経営学の課題
第二部 国際経済の動向とわが国経営学の課題
わが国企業の世界企業化への道 先進諸国への企業進出の意味および条件／企業の“国際化”と経営戦
略／国際経営比較の基本問題／世界の中の日本の経営学／技術的経済的変化の進行と経営経済学の今日
的課題―方法論的検討
第４６回大会統一論題 経営と環境 １９７２．１０．２０―２２
環境適応プロセスにおける管理手法／経営と環境についての方法論的課題―企業エコロジー・モデルの
開発の必要性／企業環境と企業行動―生態学的接近／企業環境論の学問的系譜／企業の，環境に対する
目標設定と戦略決定／経営と環境／経済の国際化と中小企業経営の対応／経済改革とソ連経営の社会的
貴任／企業と環境―現代企業の社会的責任
第４７回大会統一論題 経営国際化の諸問題 １９７３．１０．１１―１３
第Ⅰ部門 多国籍企業の諸問題
多国籍企業とコングロマリット／現代多国籍企業成立の根本的・現実的要因／「多国籍企業」をめぐる
諸矛盾／日本企業の国際経営の展望
第Ⅱ部門 経営行動の国際比較
比較経営学の概念と，組織と意思決定の比較のモデル／日独企業比較論の課題と方法／日米自動車資本
の国際比較
第Ⅲ部門 経営学の国際比較
最近におけるアメリカ経営学動向に対するドイツ経営学界の反応について／比較経営経済学の課題―学
際性と認識進歩／経営学の国際比較―中国経営学の紹介
第４８回大会統一論題 企業の社会的責任と株式会社企業の再検討 １９７４．９．３０―１０．２
企業の社会的責任と株式会社―社会的責任イデオロギーを中心に／経営者の個別企業的責任と「社会的
責任」／「社会的責任」と株式会社制度の再検討―証券資本の集中に関連して／寡占的企業の経営行動／
擬制的法人の社会的責任／企業の社会的責任について―バーナード理論の展開／企業の社会的責任にた
いする経営学的接近／企業の社会的貴任
３．日本経済の構造転換と国際化―１９７４～１９８５
１９７０年代の二度の石油危機では，それを乗り越えるべく日本経済と企業は猛烈な産業構造
転換と合理化を推進した。石油への依存度減少，石油以外の代替エネルギーの開発，省エネ型
の産業構造や省エネ製品の開発，減量経営による合理化，重厚長大産業から省エネ・省資源型
技術に支えられた軽薄短小産業への産業構造転換，経済のソフト化・サービス化（情報産業・
サービス業・レジャー産業，開発・デザイン・情報・管理，技術集約性）等。この努力によっ
て企業は品質やコストで国際競争力を強化し，輸出を軸にして経済は低成長ながら安定軌道に
乗った。輸出に支えられて，１９８０年には日本の自動車生産台数は世界一になり，日米貿易摩
擦が激化した。アメリカの社会学者エズラ・ヴォーゲルが書いた『ジャパン・アズ・ナンバー
ワン：アメリカへの教訓』（原書・邦訳共に１９７９年）が話題になった。７０年代後半から内外
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で日本的経営が注目されるようになり，日本的経営のQCサークル，カイゼン，ジャスト・イ
ン・タイム，共同体的組織，終身雇用，年功賃金，協調的労働組合，企業内福利厚生，長期的
利益視点，強い学習意欲と読書習慣等が注目された。
日米貿易は１９６０年代には繊維，１９７０年代には鉄鋼，工作機械，カラーテレビ，１９８０年代に
は半導体，スーパーコンピュータなどハイテク機器と，商品は移り変わりつつも，一貫して摩
擦が問題となってきていた。さらに，「双子の赤字」（財政赤字と貿易赤字）に悩むアメリカは，
今や日本に輸入拡大と貿易黒字縮小を強く求めるようになり，その圧力によって日本では８０
年代半ば以後の内需拡大政策への政策転換が行われるようになっていく。
この時代に日本経営学会の統一論題テーマになったのは，つぎのようなものであった。
日本企業の成長要因分析，７０年代不況・７０年代構造変動下の企業経営，８０年代の企業経
営，８０年代の経営戦略，８０年代の経営財務戦略，経営戦略論の新展開，転換期における経営
経済学の課題，企業経営の現代的課題，経営環境的アプローチ，ポピュレーション・エコロ
ジー・アプローチ，日米欧の産業政策と企業経営，社会環境変化と日米自動車産業，技術進歩
と経営管理，産業技術発展と経営管理（自動車，石油化学），メカトロニクス技術と経営管理，
FAと経営管理，ITの進歩と経営管理，イノベーションと経営学，技術革新の基本方向，生
産のオートメ化による管理と作業労働の変化（鉄鋼，自動車），製品戦略意思決定，戦略的意
思決定の日米比較，日本的経営，経営参加と日本的経営，日本的経営と共同体的思考，日本人
の権限・責任意識，日本的経営の合理性，日本的労使関係，年功賃金，日本経営学と日本的経
営，日本的経営と文化恒常性，日本的経営論と経営学の方法，日本的経営の論理，企業の国際
化，日本企業の海外進出の特徴，企業の国際化と社会的責任，企業行動環境の国際比較，企業
経営の国際比較（日中），日本企業の国際比較，比較経営学，経営民主化，労務管理の集団化
と自主化，労使合意決定論，経営参加（日仏独中），労働の人間化，労働過程論，経営参加と
企業の社会的統制（西独），現代企業の所有と支配，株式会社支配論の方法，日本企業の株主
総会と支配，機関所有と支配，現代公企業の形態と統制，企業税制と資本所有の構造，アメリ
カ会社支配論 政府と企業，企業の統制，公企業の経営改革（国鉄），公益事業の規制緩和，
アメリカ公企業と規制緩和，公営企業と私企業の管理（中国），中小企業政策と企業構造変化，
経営学の回顧と展望（経営学教育，経営管理，組織論，技術進歩，経営管理学，企業行動理論，
ドイツ経営学の人間的要素，個別資本説），バーナード・サイモン理論と経営学方法論，W．
キルシュの経営経済学方法論（管理論としての経営経済学），経営哲学，社会主義企業経済学
と方法論，一般システム理論・コンティンジェンシー理論・Population Ecology，システムの
形成と維持，組織論的管理論，アメリカ管理論の摂取と批判，ドイツ構成主義的経営経済学
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第４９回大会統一論題 経営参加の諸問題―現代の経営参加 １９７５．９．２９―１０．１
「経営参加」の現代的問題状況／経営管理と経営参加／現代中国の経営参加制度／フランス公企業にみ
る経営参加／経営的共同決定の現実的展開／西独共同決定制の理論的吟味
第５０回大会統一諭題 経営学の回顧と展望 １９７６．１０．１２―１５
日本における経営学教育の回顧と展望／日本における経営管理研究の回顧と将来展望／組織の統合的理
論についての展望／技術進歩と経営管理―過去，現在，未来における対応／経営管理学における新展
開／企業行動の理論と現実／ドイツ経営経済学と経営における人間的要素／ドイツ経営経済学の背景と
動向／個別資本概念の具体化と経営学の課題／個別資本運動説の回顧と展望／個別資本説から官僚制論へ
記念講演会
経営学五〇年の伝統に立って／日本的経営と日本経経営学／日本経営学の特殊性と課題
第５１回大会統一論題 日本的経営の諸問題 １９７７．１０．８―１０
わが国経営学の一展開とバーナード／日本的経営と日本の経営学説の反省／経営参加と日本的経営の特
質／経営の土着性と経営学―日本人の権限・責任意識／「日本的経営」論における共同体的思考／日本
的経営の合理性／年功賃金について／「日本的労使関係」の再検討
第５２回大会統一論題 日本経営学と日本的経営 １９７８．９．６―８
日本的経営と文化恒常性―海外移転による検証／日本中小企業の特質／日本の私企業と公企業の国際的
特徴／経営資本研究の日本的特徴―擬制資本論の方法／「日本経営学」と「日本的経営」―比較経営論
の提唱／「日本的経営論」と経営学の方法―「経営」の概念をめぐって／わが国企業の成長要因分析／
日本的経営の論理の再検討／戦略的意思決定の日米比較と情況理論
第５３回大会統一論題 現代経営学の基本問題 １９７９．９．１１―１３
バーナード，サイモン理論の形成と経営学の方法論的課題／現代経営経済学の方法論的諸問題―W・キ
ルシュの研究を中心にして／個別資本説と近代組織論の統合／Kuhnian Paradigmとしての Barnard 理
論の受容と展開／経営批判における思想的アプローチ―経営哲学への序曲／戦後日本経営の展開と七〇
年代不況／七〇年代構造変動下の企業経営―「企業危機」と倒産を中心として／転換期における経営経
済学の基本課題と方法／現代経営学の基本問題―社会主義企業経済学の展開とその方法論的再吟味
第５４回大会統一論題 八〇年代の企業経営 １９８０．９．１０―１２
企業の国際化―日本企業の海外進出の基本的特徴／企業の国際化とその社会的責任／企業行動と環境の
国際比較―制度的諸条件の問題と展望／経営参加と企業の社会的統制―戦後東西ドイツの歴史的経験の
比較検討／社会環境変化と日米自動車産業／企業経営の国際比較―日本と中国のプラント類導入問題／
「労働の人間化」の条件／「労働の人間化」の基本的性格／「労働の人間化」―その可能性と問題点
第５５回大会統一論題 現代企業の諸問題 １９８１．９．８―１０
Ⅰ 八〇年代の経営戦略
八〇年代の経営戦略―経営環境論的アプローチ試論／八〇年代の企業戦略―経営学における戦略研究の
課題／八〇年代における経営財務戦略の展開―わが国株式会社の制度改革との関連／経営戦略論の新展開
Ⅱ 企業経営と民主化
現代労務管理における「集団化」と「自主化」／企業経営と労使合意決定論の特質／経営民主化の意味
と条件／企業経営民主化の現代的課題―日本の銀行業を中心に
第５６回大会統一論題 産業技術の新展開と経営管理の課題 １９８２．９．７―９
メカトロニクス技術の急展開と経営管理／FAと経営管理／情報技術の進歩と経営管理／産業技術の新
展開と経営管理の課題―わが国石油化学工業／研究投資前における製品戦略的意思決定
―研究開発を生産過程の「なか」でとらえた管理体系／産業技術の新展開と経営管理の諸課題―わが国
の自動車工業経営／システム技術の導入と関係管理動学理論の展開／生産のオートメーション化による
管理技法と作業労働の変化―わが国の鉄鋼・自動車産業／現代技術革新の基本問題
第５７回大会統一論題 現代企業の所有と支配 １９８３．９．５―７
株式会社における所有と支配―支配論の方法をめぐって／わが国企業の株主総会と支配／専門経営者支
配の所有的側面―機関所有の意味するもの／機関所有と支配―私的所有・社会的所有パラダイムの終
焉／現代公企業の形態と統制／わが国企業税制と資本所有構造／大企業における所有と支配―アメリカ
会社支配論をめぐって
第５８回大会統一論題 政府と企業 １９８４．９．５―７
――日本における経営学の歴史と現在―― ６５
／■修校了／１－３９９／本文／Ａ１３９９Ｆ 2017.03.14 11.48.28 Page 91
企業の規制／日本公企業の経営改革―国鉄／現代アメリカの公企業と規制緩和問題―鉄道国営化問題／
公益事業における規制緩和の意義／公営企業の管理と私企業の管理―中国国営企業の管理の実態と課
題／公企業改革の問題点／中小企業政策の展開と企業構造の変化―近代化政策の理念と問題点／政府と
企業―現代的課題／日米欧の産業政策と企業経営
第５９回大会統一論題 現代経営学の新動向 １９８５．９．１１―１３
現代経営学の動向と組織理論―一般システム理論と Populatio Ecology／企業経営の現代的課題と経営
学／組織論的管理論の新展開／経営学の新しい動向と労働の人間化の展開／経営学の新動向―システム
の形成と維持の探究／現代ドイツ経営経済学の一動向―規範的行為科学としての構成主義経営経済学／
イノヴェーションと経営学／アメリカ管理論の摂取と批判―現代日本におけるその背景・課題・新動
向／コンティンジェンシー理論から労働過程論へ
４．内需拡大政策，バブル経済，海外直接投資―１９８６～１９９１
１９７０年代の二度の石油危機を乗り越えるために行われた猛烈な産業構造転換と合理化に
よっ，日本企業の国際競争力はますます強くなり，日本の貿易黒字や経常黒字は増えていっ
た。他方，双子の赤字に悩んでいたアメリカは，その対処のために諸外国にプラザ合意（１９８５
年）でドル安誘導を承認させた。そして日本では，これによって急速な円高ドル安が進んだ。
日本は円高不況を迎え，減量経営による投資抑制，個人消費減退が進むこととなり，政府の内
需拡大政策（１９８５―，輸入拡大と貿易黒字縮小を狙う）を採用して凌ごうとしたのであったが，
それにもかかわらず事態は好転せず，輸出依存体質は変わらず，貿易黒字はむしろ増加すらし
た。そのようななか，日米貿易不均衡の是正を目的とする日米構造協議（１９８９―９０年）が政府
間で開かれる一方，企業側は過剰資本対策として対外資本進出を目指すようになって行く。海
外投資はアメリカ，NIEs，アセアン，そして中国さらに欧州へと焦点を移しつつ続き，一種
のブームになった。強い国際競争力，怒濤のような海外資本進出によって，日本的経営は世界
で注目を浴びるようになり，かつては克服されるべき非合理性・後進性に引きつけて捉えられ
ていた日本的経営は，合理的で他国が参照すべき模範のような位置づけに変わったのである。
日本人の間では過信や奢りのような雰囲気すら醸し出されるほどであった。
円高不況に対抗する景気対策によって公定歩合引き下げ，通貨供給増大，財政出動がとられ
る一方，企業は貿易で得た投資先のない巨額資金を持っており，両者の複合で１９８６―９１年にか
けて過剰流動性が発生した。いわゆるバブル経済の発生であり，株式，不動産への投機が一気
に高まり喧噪状態を示した。（このバブルは後の「平成不況」（１９９１年―）をもってやっと収束
する。）
当時の中曽根内閣（１９８２―１９８７）は，米英のレーガン，サッチャー政権にならって新保守主
義路線（新自由主義政策路線）を採用し，「戦後政治の総決算」，行政改革・税制改革・教育改
革推進等を唱え，具体的には三公社等の民営化開始，新電電スタート，民営たばこ発足，国鉄
――経 営 論 集――６６
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分割・民営化が進行した。この動きは小泉政権による構造改革路線で頂点を迎え，その後も基
本的には今日まで持続されている。
このような時代背景のもとで，日本経営学会の統一論題テーマやキーワードとして登場した
のは，次のようなものであった。
産業構造の転換と企業戦略，産業構造転換と企業構造，日本型リストラクチアリング，産業
成熟化とネットワーク戦略，サービス経済化と企業戦略，金融構造の転換と金融機関経営，多
国籍企業のプレゼンスと産業構造，構造転換と地域産業，テクノポリス構想，テレトピア構
想，リゾート構想，地域活性化，企業誘致，地場産業
企業経営の国際化，海外関係会社管理，本社の国際化，深圳経済特区進出日本企業の管理，
企業集団財務の国際的展開，グローバル経営戦略，現地人社長と内なる国際化，日本企業の海
外現地生産，グループ戦略と現地生産，海外生産方式の展開方向，日本的経営の再検討，日本
企業の経営国際化，日本企業の国際化戦略，国際人事管理と日本的経営の再構築，日本的経営
財務論，経営システムの型と機能（文化的要因の位置づけ再検討）
情報化の進展と企業経営，情報システムと経営意思決定，情報化社会と組織革新，意思決定
方式の変化，情報化と熟練，情報化と組織デザイン戦略
９０年代の経営戦略，日本企業の技術開発力，経営情報戦略システムにおけるFA／CIMと
生産管理のアプローチ，エレガント・カンパニー，労働市場の構造変化企業対応，経営戦略と
企業倫理，経営戦略・組織革新，日本自動車産業の戦略的マーケティング，国際化時代におけ
る地場産業の経営戦略，M & Aの展望
第６０回記念大会統一論題 情報化の進展と企業経営 １９８６．９．２―５
情報システムの可能性と経営意思決定／情報化社会と組織革新―脱成熟化の企業戦略と新しい企業組
織／情報化の進展と企業経営―意思決定方式の変化／わが国における情報通信の進展と「産業・企業」
の課題／情報化と熟練／経営情報システムの発展と企業経営／情報化と組織デザイン戦略／情報と企業
経営の理論的諸問題／情報・情報化と企業経営
記念講演
経営管理の本質―経営戦略と軍事戦略／経営・経済と法―昭和五六年改正商法における「資本金」規定
をめぐって―
第６１回大会統一論題 企業経営の国際化と日本企業 １９８７．９．２―５
企業経営の国際化の現状と問題点／海外関係会社管理論再考／海外生産３０パーセント時代へ向けての
本社の国際化／近代化中国における管理間題―深圳経済特区進出日本企業の場合／戦間期日本繊維産業
の朝鮮進出とその経営―源流としての日本多国籍企業／企業集団財務の国際的展開と部分的変容―国際
金融証券市場の重層化と分割化／日本企業の経営国際化―グローバルな経営戦略の今後／「国際化」の
進展と日本的経営の展望／現地人社長と内なる国際化―多国籍化の新パラダイム
第６２回大会統一論題 産業構造の転換と企業経営 １９８８．８．２８―３１
Ⅰ 産業構造の転換と企業戦略
アメリカにおける金融構造の転換と金融機関経営―金融の証券化の潮流／イギリスにおける多国籍企業
のプレゼンスと産業構造／サービス経済化と企業戦略／産業構造の転換と企業構造／産業構造の転換と
――日本における経営学の歴史と現在―― ６７
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企業経営―日本型リストラクチアリング／産業社会の成熟化とネットワーク戦略の展崩
Ⅱ 産業構造の転換と地域産業
地域における「産業構造転換」基本問題―テクノポリス構想，テレトピア構想，リゾート構想と「地域
活性化」政策／後進地方の産業構造転換と誘致企業・地場産業―青森県の場合
第６３回大会統一論題 日本的経営の再検討―９０年代を展望して １９８９．９．１１―１４
日本企業の海外現地生産の展望と「日本的経営」／グループ戦略と現地生産の展開／日本企業の成長戦
略の基本的特質と「成長メカニズム」―国際化戦略に焦点を合わせて／日本企業における生産方式の展
開方向／企業グローバリゼーションにともなう日本的経営の再構築―国際人事管理の視点から／日本的
経営財務論―企業の資金調達構造／経営システムの型と機能―文化的要因の位置づけ再検討／『日本的
経営』と労使関係の現実
第６４回大会統一論題 ９０年代の経営戦略 １９９０．１０．４―７
日本企業の技術開発力／経営情報戦略システムにおけるFA／CIMと生産管理のアプローチ／エレガン
ト・カンパニーにむかって／労働市場の構造変化と９０年代の企業対応／９０年代における経営戦略の展
開と企業倫理／経営戦略・組織革新と企業経営／わが国自動車産業における９０年代の戦略的マーケ
ティング／国際化時代における地場産業の経営戦略／９０年代におけるM & Aの展望
５．バブル経済の崩壊と長期低迷期―１９９１～
１９８０年代後半のバブル経済は１９９１年２月頃から崩壊が誰の目にも明らかになってきた。地
価・株価の下落，金融機関の不良債権問題が浮上など，「平成不況」（１９９１―９３年）に始まり「失
われた１０年」，次いで「失われた１５年」，さらには引き続いて「失われた２０年」といわれる
にまで長引いた不況が続いた。１９９８年にはGDPはマイナス成長であった。折から国際的に
も，東欧・ソ連の社会主義計画経済体制の行き詰まり・技術革新の停滞，バルト３国の独立，
ソ連崩壊（１９９１年）・ソ連衛星圏の崩壊，中国など残存社会主義国の市場経済化（事実上の資
本主義化）などが相次ぎ，大激動の時代に入っていた。社会主義世界体制の崩壊と冷戦終結へ
の動きを背景に，新たな経済協力が進み，APEC（１９８９），EU（１９９３），NAFTA（１９９４）な
どが成立し，９１年には中国もAPECに参加するにいたる。グローバル化，国際連携の気運が
一気に高まるに至った。
１９９４年に１ドル１００円を突破，１９９５年には１ドル７９円７５銭（史上最高値）をつけた円高
による不況によって，不良債権問題・金融危機は深刻化し，都市銀行や証券会社の倒産が相次
いだ（北海道拓殖銀行・山一証券の破綻，日本長期信用銀行・日本債券信用銀行・東邦生命な
どの破綻，銀行の不良債権問題の深刻化）。緊急措置として公的資金投入，大手４証券損失補
填，金融破綻処理が取られ，金融制度抜本改革（ビッグバン）が提言された。９７年のアジア
通貨危機，９８年のロシア通貨危機など国際的な金融危機が一層不安をかきたてた。こうした
雰囲気の中，金融再編，金融機関統廃合が次々と進み，メガバンクが誕生するに至った（東京
三菱銀行，三井住友銀行，みずほ銀行，りそな銀行）。
相次ぐ景気対策がとられ（金利政策，財政出動），ゼロ金利政策（１９９９），史上最低金利の公
――経 営 論 集――６８
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定歩合と量的緩和政策（２００１）が行われた。１９９０年代に新自由主義のもと金融立国モデルに
よってアメリカが復活したとの認識から，市場・利潤・株主を重視する米国型経営に倣って，
アメリカ的経営やコーポレート・ガバナンスがモデルとして採用されていった。くわえて，ソ
連・東欧社会主義計画経済圏の崩壊は，資本主義・新自由主義・市場主義に自信を与えた（市
場原理主義の盛行）。
２００１年発足の小泉内閣（２００１―２００６）のもとで，聖域なき構造改革路線が打ち出され，規制
緩和，民営化，グローバル・スタンダード，不良債権処理，財政再建がうたわれた。景気の低
迷によってリストラ失業が３５０万人にまで増え，企業は企業で過大な債務を負っているところ
が続出した。そして，こうした企業の再生を支援する産業再生機構が発足した（２００３年）。輸
出主導の景気拡大がある程度進んだがその実感はあまり感じられず，かげろう景気と呼ばれた
（２００２―２００８年）。
２０００年の米国 ITバブルの崩壊は，アメリカ的経営やコーポレート・ガバナンスを根本的に
問う深刻な事態を続出させた（優等生企業とされたエンロン，ワールドコムほか有力企業の破
綻や粉飾決算の露呈，監査法人の無機能など）。そして企業情報開示の正確性と信頼性を改善
して投資家を保護しようとする企業改革法（SOX法）成立が成立する。これは，同様に企業
の不正が続出していた日本にもおおきなインパクトを与え，後に日本版 SOX法（２００８年）を
生むことになる。さらに後に，「日本版スチュワードシップ・コード」（２０１４年），「コーポレー
トガバナンス・コード」（２０１５年）等となって現れる。
ITバブル崩壊後にサブプライム・ローンによって ITに代わる住宅需要を掘り起こして景気
回復を目指していたアメリカ経済であったが，２００７―８年にそのサブプライム・ローンの不良
債権化によって，「リーマンショック」が発生する。それは世界金融危機へと拡がり，急激な
景気後退が世界を覆うこととなった。GM・クライスラーなどの経営危機が言われ，株価重視
の短期志向が長期投資を抑制したとする批判的論調もでて，米国型経営への反省の動きも見ら
れた。日本でも，中谷巌が市場主義・規制緩和論からの転向宣言をするなど，新自由主義経済
論者に一定の動揺も見られた。
リーマンショックで急速に悪化した日本経済景気は，いったん２００９年第１四半期に持ち直
しに転じたかに見えたが，ギリシャ危機，欧州政府債務危機，東日本大震災などで勢いに乗れ
なかった。その後２０１３年には実質GDPがリーマンショック前の水準を回復する所まで来た
ものの，やはり本格的な成長軌道には至らず今日に至っている。
このような背景のなか，日本経営学会統一論題では以下のようなテーマが議論になった。ま
ず，上述のような国際的・国内的な政治・経済環境の大変化に対応して，世界経済構造の変動
と企業経営の課題，リーマンショック後の企業経営，危機の時代の企業経営，日本企業再生の
――日本における経営学の歴史と現在―― ６９
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条件，日本企業の再構築，企業システムの再構築，日本的生産システムの変容新しい資本主
義，新しい企業経営像，２１世紀の企業経営，社会主義企業経営の教訓，変化の時代の不変の
マネジメントなどのテーマが相次いで登場し，厳しい激変時代の企業経営のあり方を緊張感を
持って模索する動きが鮮明に出てきていることが認められる。そのなかで日本企業のグローバ
リゼーションと企業経営，国際化戦略の再構築，グローバルな戦略アライアンス，競争構造・
市場社会の変貌，企業戦略，競争戦略，金融自由化とファイナンス・カンパニーの戦略，経営
資源，ダイナミックケイパビリティ，付加価値創出，持株会社解禁と日本型企業経営，持株会
社経営，組織の境界，企業経営の多様化，リスクマネジメント，持続可能な経営，経営指導原
理の再構築，企業の活性化とトップマネジメント，情報資本主義時代の経営，近代組織論の再
構築など。
これに対応して，経営学そのものが何を求められているのかという問題意識も出てきてい
る。２１世紀経営学の課題と展望，経営学の再構築，研究対象の多様化と経営学の学問性，経
営学の存在理由と方向，企業行動研究の革新，変革期の経営学，経営学１００年の回顧と展望な
ど，経営学を根本から問い直し，新たな時代環境に適合した理論構築を目指そうとする意欲を
示すテーマが続出してきている。
以上の諸テーマ，論点の中で，特に頻出してきたものをいくつかの群に柱立てをして，さら
にキーワード的に示せば，次の通りである。
企業活動の国際化・グローバル化：グローバリゼーションの新パラダイム，EC統合と企業経
営，アジア企業の経営，社会主義体制の変動と企業経営，グローバル企業の国際分業，グ
ローバル化と企業競争力，国際戦略再構築，グローバルニッチの探求，地域市場と地域統括
会社，国際合併，国際ロジスティクス戦略，グローバルスタンダード，研究開発のグローバ
ルマネジメント，企業社会の多様性（文化的多様性，異文化経営，ダイバーシティ・マネジ
メント，人事管理の多様性），日本企業の国際貢献
日本的経営の変貌：日本企業の再生，国際移転，変容する日本的生産システム，日本型生産シ
ステムの有効性と限界，小集団活動の日本的特質，日本企業のアジア経営，日本型経営の動
向と課題，ジャパナイゼーション（日本化現象），経営比較（日英，日独），普遍性と特殊性，
戦略的変革と経営者
イノベーション：日本企業のイノベーション（技術，組織，企業社会），事業創造とイノベー
ション，大学発ベンチャー企業，企業行動のダイナミズム，創発戦略，新しい資本主義の現
実と社会イノベーション
IT 革命と企業経営：IT革命と企業経営，EMSビジネス，IT不況とコーポレート・アメリカ，
IT革命と製造システムの転換，モジュール化戦略，ITとプロセスイノベーション，情報シ
――経 営 論 集――７０
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ステムと競争優位，管理の情報化，IT革命と労働・社会生活の変容，グローバリゼーショ
ンと生産システム革新
コーポレート・ガバナンス：コーポレート・ガバナンスの再構築，再生の時代の経営者，株主
価値志向経営，株主価値重視経営からの脱却と共同決定，株式会社の本質，株式会社の原
理，２１世紀の企業経営，ガバナンス改革，企業統治システムの再構築，企業統治原理，
コーポレート・ガバナンスと企業観，ストックホルダー・アプローチとステークホルダー・
アプローチ，コーポレート・ヘゲモニー，日本的コーポレート・ガバナンスの問題点，日本
型組織と不祥事，日本型企業システムと経営者，経営者自己統治論，企業倫理，企業活動と
規制，政府規制と自立的経営システム
新たな経営原理：新たな経営原理の探求，市場経済と企業の社会性，CSRを意識したプラス
ティス，CSRの日本的展開，日本企業の閉鎖性，「公と私」の再構成，新しい企業価値，新
しい社会貢献，企業社会と市民社会，社会と企業，事業目的と使命，ソーシャル・ビジネス
の経営，企業倫理，経営倫理，倫理的組織風土，脱成長の経営学
環境問題と経営：環境問題対応，環境倫理，環境保全，環境管理システム，環境経営学，企業
経営と永続性，社会的責任
地域振興と企業経営：地域振興と企業経営，地域産業の構造変化，中小企業の投資行動，イン
キュベータ，企業と社会，
人的資源管理：人材育成と活用，HRMのパラダイム転換，フラット型組織とHRM，知的人
材の開発，組織能力の再開発，組織革新，ワークスタイルの変化，GMのチーム包括協約
第６５回大会統一論題 世界経済構造の変動と企業経営の課題 １９９１．９．５―８
Ⅰ 社会主義体制の変動と企業経営）
ソ連経済・経営改革の新方向／市場経済化・所有制度変革と合理的経営主体の形成―中欧三国と中国の
アプローチ
Ⅱ EC統合と企業経営
EC統合とフランス企業の経営戦略／ドイツ銀行・ダイムラーベンツの経営戦略とEC統合／EC統合と
イギリスでの企業経営
Ⅲ グローバリゼーションと企業経営
日本企業グローバル化の諸段階／日本企業のグローバリゼーション
第６６回大会統一臨題新しい企業・経営像と経営学 １９９２．９．３―７
基調報告 新しい企業・経営像
Ⅰ 企業戦略と社会
競争戦略と経営倫理／企業連合の戦略哲学―「協調と交流」のアライアンス効果／企業戦略と経営倫理／
変動する時代の経営―変わりゆく価値の中で／現代アメリカ自動車産業における労務管理と労使関係―
GM諸工場の「チーム包括協約」
Ⅱ 「日本的経営」の普遍性と特殊性
「日本的経営」の国際移転における普遍性と特殊性／日本的生産システムの特性と変容／資本主義的企
業としての「日本的経営」―その特殊性―
――日本における経営学の歴史と現在―― ７１
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第６７回大会統一論題 世界の中の日本企業 １９９３．９．１１―１４
Ⅰ 日本企業の国際貢献
地球環境と国際経営／日本企業と国際共生／日本企業の国際貢献
Ⅱ 日本企業システムの再検討
日本的コーポレート・ガバナンスの問題点―経営者監視システムの欠陥／企業の社会的責任の今日的展
開と日本企業の閉鎖性／経営環境変化と日本企業再生の条件：内外経営環境との調和と問題点
Ⅲ 日本型生産システムの有効性と限界
日本型生産システムの有効性と問題／日本型生産方式における労働と管理―小集団活動の日英比較によ
る日本的特質／日本の企業・経営・生産システムの有効性と問題点―市場，最高管理組織，作業組織，
賃金，労働組合等の日独比較
第６８回大会統一諭題 現代企業と社会 １９９４．９．７―１０
Ⅰ 地域振興と企業経営
地域振興と企業経営―地域産業の構造変化と中小企業の投資行動／企業者活動と地域振興―ネットワー
ク化された学習とインキュベーター／地域振興と企業経営―北海道開発
Ⅱ 企業倫理と経営行動
企業行動と経営倫理―環境問題への対応／企業倫理の実証分析／環境倫理と経営の環境保全行動／企業
倫理への経営学的接近
第６９回大会統一論題 日本企業再構築の基本問題 １９９５．９．６―９
Ⅰ 経営指導原理の再構築
日本型企業社会の再構築―企業と社会の新たな関係／企業の活性化とトップ・マネジメント／経営学研
究の地平―経営指導原理の再構築
Ⅱ 企業システムの再構築
職場内人間関係の変容と情報システム化―管理の情報化／日本企業の組織能力の再構築―中堅企業のビ
ジネス・システム構築能力／企業の統治システムの再構築
Ⅲ 国際化戦略の再構築
日米情報技術企業の国際化戦略の再構築／日本企業のリストラとアジア戦略／アナログ経営のメタデジ
タル化：新しい国際化戦略
第７０回大会統一論題 現代経営学の課題 １９９６．９．１９―２２
基調報告 日本経営学会第７０回大会と現代経営学の課題
Ⅰ 経営学の再構築―新しいあり方を求めて
有能感・自己決定，フロー経験と自己実現―これまでの経営学のモチベーション論を超えて／情報資本
主義時代の経営学／近代組織論の再構築
Ⅱ 企業活動と市民生活
企業活動と市民生活／雇用管理の複線化と職業生活―企業活動の市民生活に対するインパクト／企業活
動と市民生活
Ⅲ 企業活動と規制
規制緩和の日独比較―運輸業／「規制緩和」と規制改革―ネットワーク論の視点から／企業行動と政府
規制―自律的経営システムの条件
記念講演
企業と社会／Recent Trends in Human Resource Management in Unified Germany／日本的経営学の
展開―個別資本説を中心として―
第７１回大会統一論題 環境変化と企業経営 １９９７．９．１６―１９
企業における環境管理システム／地球環境問題と企業の社会的責任―日本企業の取り組みとその問題
点／企業における環境管理の現状と今後の課題／地域市場の発展とリージョナル・マネジメント―地域
統括会社の／東南アジアにおけるグループ戦略の新展開―トヨタ自動車のケース／日本，台湾と中国に
おけるグローバル型企業の国際分業／ジャパナイゼーション・ボルボ軌跡・トヨタ実験／情報ネット
ワーク化と企業経営―外注化，世界化，協調化，仮想化／ドラッカー知識社会論―現代経営学の課題
第７２回大会統一論題 ２１世紀の企業経営 １９８９．９．９―１２
サブテーマ１ 新時代の企業システム
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ワークスタイルの変化と組織の革新／生産システム・事業システム・企業システムの展開／２１世紀の
日本企業の課題／コーポレート・ヘゲモニー―Neoinstitutionalism の立場から
サブテーマ２ アジアと日本
中国における私営企業の行動様式／在アジア日系企業における国際ロジスティクス戦略の展望―タイ自
動車企業の課題／韓国労使関係の現状と展望
第７３回大会統一論題 新しい世紀と企業経営の変革―企業経営の変革をめざして―１９９９．９．７―１０
サブテーマ１ グローバル・スタンダードと企業経営の変革
研究開発者のグローバル・マネジメント―日本，英国，韓国，インドの国際比較／経営のグローバル・
スタンダードとグループ経営の変革／部品事業部門の分社化とGIS 連合―GM社の事例
サブテーマ２ 規制をめぐる諸問題と企業経営の変革
米国・金融自由化とファイナンス・カンパニーの戦略／持ち株会社解禁と日本型企業経営／規制緩和と
組織の境界
サブテーマ３ 経営者の役割と企業経営の変革
戦略的変革と経営者／目本型企業システムと経営者／管理の論理，時間および経営者の役割
第７４回大会統一論題 経営学の新世紀：経営学１００年の回顧と展望 ２０００．９７―１０
サブテーマ１―１ ２０世紀と経営学，その軌跡と課題
「人間協働の学」としての経営学の誕生とその展開―C.１, Barnard, The Functions of the Executive の
論理構造／経営学：協調と競争の共存／２０世紀とドイツ経営学，その軌跡と課題／
サブテーマ１―２ ２０世紀と経営学，その軌跡と課題―日本経営学の回顧と展望
日本における経営学の軌跡と課題／日本的経営論の変遷と日本経営学の展望／戦後５０年，日本の経営
学を生きて
サブテーマ２ ２０世紀の企業経営と新世紀の展望
日本的生産システムの移転と変容―グローバル時代の新パラダイム／社会主義企業経営の教訓―産業民
主主義との関連
第７５回大会統一論題 ２１世紀経営学の課題と展望 ２００１．９．６―９
サブテーマ１ 社会環境の転換期における経當学の課題・展望
社会環境の転換期における経営学研究の展望と課題―企業経営とステークホルダー・アプローチ―／グ
ローバリゼーションの進展と生産システムの革新―ドイツ自動車産業の軌跡／２１世紀の転換期に何を
課題とし，どう取り組むか／経営学における情報技術問題の変遷と展望／「循環型社会」と環境経営学
サブテーマ２ 経営構造の変貌と経営学の課題・展望
市場社会の変化と新しい企業システム／新世紀の企業統治原理―絶対的主権ドクトリンから相対的主権
ドクトリンへ／ビジネスモデル特許とマーケティング／日本企業の経営戦略・組織・人事の動向／「大
学発ベンチャー企業」支援策と Innovation Cluster の形成―わが国における産学官連携の可能性／競争
構造の変貌と経営学の課題―日本企業の経営戦略上の課題
第７６回大会統一論題 IT革命と企業経営 ２００２．９．４―７
サブテーマ１ ITビジネスの現状と課題
産業・ビジネスの「創出」の実態とその意味／IT不況とコーポレート・アメリカ／今日におけるEMS
ビジネスの展開
サブテーマ２ １T革命と企業システムの変革
デジタル化経営とモジュール化戦略―IT革命と製造システムの転換／情報システムと競争優位／ITに
よる今日的なプロセスイノベーション
サブテーマ３ IT革命と労働・社会生活の変容
ITによる労働環境の変化とその社会的影響―情報倫理的アプローチ／産業社会と IT社会―歴史的に見
た IT革命／１T革命の希望と不安―希望としての競争力，不安としての格差と孤立
第７７回大会統一論題 グローバリゼーションと現代企業経営 ２００３．９．３―６
サブテーマ１ グローバリゼーションと経営学の課題
束アジアのグローバリゼーションと経営学の課題／多国籍企業の理論と人間行動の公準／グローバリ
ゼーションとメイド・イン・ジャパン
サブテーマ２ グローバル経営の新展開
――日本における経営学の歴史と現在―― ７３
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クローバル化と企業競争力の構築―新経営パラダイムの形成／モノづくりのママネジメント再考―グ
ローバルニッチの探求と事業モデルの再構築／タイの多国籍企業CP社の栄光と挫折
第７８回大会統一論題 日本企業再生の課題 ２００４．９．１―４
サブテーマ１ コーポレート・ガバナンスの再構築
日本企業とガバナンス改革／企業倫理の観点から見たコーポレート・ガバナンスの意義と限界―倫理的
組織風土の構築を目指して／制度の進化の観点から見た企業再生―現代の企業の進化とスーパーモジュ
ラー分析
サブテーマ２ 人材の育成と活用
「選別」から「適応」へ―HRMのパラダイム転換／フラット型組織における人的資源管理／知力入材
の開発―革新的創造力の開発
サブテーマ３ 新事業創造とイノベーション
戦略と組織のダイナミック・インタラクション―日本企業の創発戦略／産業モジュール化が競争優位に
与える影響―戦略グループ論の再検討／生命科学の事業化手段としてのスタートアップ
第７９回大会統一論題 日本型経営の動向と課題２００５．９．７―１０
サブテーマ１ 変革期における経営学の理論的，方法論的課題
経営学と経営者育成―「経営教育学派」の認知向上／グローバル化と日本経営研究の課題―ナショナリ
ズムを超えて／支配，統治，経営：企業についての三つの概念
サブテーマ２ 日本型経営の新動向―現場からの発信
環境激変下におけるこれからの旅行業経営／日本的経営の課題と新しい動き―「国鉄改革」「りそな再
生」から学ぶ経営改革の方向／電力自由化時代における「電力経営」の現状―TQMによる企業風土改
革／IBMのコーポレート・ガバナンス
サブテーマ３ 日本型経営の実態分析
賃金管理からた日本的経営／バブル崩壊後における日本的生産システムとその課題―セル生産方式／デ
ジタル家電産業と日本的ビジネスモデルの追求
第８０回大会統一論題 新時代の企業行動―継続と変化 ２００６．９．６―９
サブテーマ１ 企業行動研究の新潮流
企業社会責任（CSR）論と経営学の基本問題―労働・人権／インテグリティ主導の企業行動と経営者の
課題／経営学の再構築と企業行動研究の新展開―「批判的経営学」から「科学的経営学」へ
サブテーマ２ 継続と変化のマネジメント
変化の時代の不変のマネジメント／技術力をべースにしたグローバルな戦略的アライアンス／継続的成
長へ向けた持株会社経営
サブテーマ３ 企業行動のダイナミズム
日本の製薬企業におけるイノベーション／日本企業の環境適応と組織の柔軟性―家電製造企業の組織と
人材マネジメントの事例研究／企業の社会性―企業評価の立場から考える収益性・成長性と社会性の関
係
記念講演
Environmental Sustainability and Economic Development: Transferring Energy Efficient and Clean
Emissions Technology from Japan to China
第８１回大会統一論題 企業経営の革新と２１世紀社会 ２００７．９．５―９．８
サブテーマ１ 新しい企業価値の探求
企業における人間らしい働き方と２１世紀社会／現代企業と企業価値／「新しい」「企業価値」とは
サブテーマ２ 新しい社会貢献の模索
サブテーマ３ 企業社会の多様性の模索
組織における文化的多様性，およびその原因と結果／ワークライフバランス実現に向けた柔軟な働き方
―雇用形態の多様化から勤務形態の多様性へ／異文化経営とダイバーシティ。マネジメント―日本の企
業社会のあり方
第８２回大会統一論題 日本企業のイノベーション ２００８．９．３―９．６
サブテーマ１ 技術のイノベーション
日本企業の技術イノベーション―技術の社会的形成／イノベーション研究の分析視角と課題／二輪車産
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業におけるプロダクトサイクルとイノベーション
サブテーマ２ イノベーションの組織
組織のバランス分化とイノベーションの成果／イノベーションの必勝・必敗の法則／組織の復活とイノ
ベーション創出
サブテーマ３ 企業社会のイノベーション
企業社会とイノベーション―家型企業・家型社会は変容したか／ソーシャル・イノベーションと社会的
企業―「営利」と「非営利」の境界を超えて／イノベーションと企業不祥事―企業活動の光と影
第８３回大会統一論題 社会と企業：いま企業に何が問われているか ２００９．９．１―９．４
サブテーマ１ 企業の再考
企業価値と経営戦略―社会性と企業の存続／企業価値評価の動向―コーポレートファイナンスの分野
サブテーマ２ コーポレート・ガバナンス論の再検討
コーポレート・ガバナンス論と企業観―Stockholder Theory と Stakeholder Theory／利害関係者論か
らのコーポレート・ガバナンスの再検討／経営者自己統治論の提唱
サブテーマ３ 事業の目的と使命
サブプライム危機と事業の目的と使命
第８４回大会統一論題 新たな経営原理の探求 ２０１０．９．２―５
サブテーマ１ 市場経済と企業の社会性
新たな経営原理を求めて／コーポレート・ガバナンス制度変化への企業の対応―CSRを意識したプラク
ティス／日本企業社会論―市場経済と企業の社会性／
サブテーマ２ グローバリゼーションへの対応と課題
グローバリゼーションと国際連携―国際合併研究の動向と今後／２１世紀のグローバリゼーションの新
パラダイム／中国進出日系企業の経営行動
サブテーマ３ 企業経営の永続性
企業経営の進化と永続性―プログラム概念と進化論的経営学／新しい経営原理の探求―企業経営の永続
性／企業経営の永続性―環境と経営の問題
第８５回大会統一論題 リーマン・ショック後の企業経営と経営学 ２０１１．９．７―１０
サブテーマ１―①現代企業の変容と課題：理念・戦略・管理
現代企業の変容とその意味／リーマン・ショック後の労働の変容と問題点―日本企業と企業経済を中心
にして／Management of Sustainability（MOS）と４次元経営
サブテーマ１―②現代企業の変容と課題：理念・戦略・管理
グローバル化の進展とドイツ的企業統治システムの進化―株主価値重視経営からの脱却と共同決定の現
代的意義／リーマン・ショック後の設備投資の変化―欧米企業での実証的考察／リスクマネジメントに
よる経営改革―三菱商事の事例
サブテーマ２現代経営学の存在理由と方向性
市場主義そして／あるいは経営学／経営学における厳密性と適切性―方法論的考察／経営学とはどのよ
うな学問か―経済性と社会性の連関
第８６回大会統一論題 新しい資本主義と企業経営 ２０１２．９．６―９
サブテーマ①アジア企業の経営から学ぶ
中国の企業経営に学ぶ／中国企業の創出と進化／韓国の企業経営から学ぶ―電子メーカーを中心に
サブテーマ②「アジアは内需」の時代の企業経営
「アジアは内需」の時代の企業経営／日本アジア間連携的経営――経営上の適応と経営論の進化／岐路
に立つ日本企業のアジア経営
サブテーマ③新しい資本主義の現実と経営者の意識
イノベーションと格差社会における経営者の意識と役割／新しい資本主義の現実と日本企業の課題――
経営者の意識を巡って／新しい資本主義の現実と社会イノベーション
特別フォーラム：東日本大震災を考える―地域を生きる経営
第８７回大会 経営学の学問性を問う ２０１３．９．４―７
サブテーマ①多様化する企業経営
企業組織の多様性における普遍性と特殊性／企業経営における普遍主義と分化主義の相克を超えて―コ
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ミュニケーション共同体としての組織観とディスコース分析の意義／経営学の学問性を問う―研究対象
の多様化から考える
サブテーマ②危機の時代の企業経営
日本企業の危機と株主価値志向経営―日本的経営の解体と再生をめぐって／現在は危機の時代か／危機
の時代における経営学の課題と責任
サブテーマ③経営学の可能性と存在意義
経済成長そして／あるいは経営学―脱成長の経営学の可能性／規範，批判の経営学と政策の経営学―技
術論的経営の可能性／経営学は‘無用’か？―その存在意義を考える
第８８回大会 日本的ものづくり経営パラダイムを超えて ２０１４．９．４―６
サブテーマ①再生の時代の経営者
「再生の時代の経営者」についての経営者講演：日産自動車／小松製作所／三菱電機
サブテーマ②日本型ものづくり経営の再生
実証社会科学におけるものづくり現場概念／技術経営論・生産システム論視点からの「ものづくり（経
営）」再考／技術転換局面におけるリスクとポテンシャル―ものづくり美学の創生か終焉か
サブテーマ③ソーシャル・ビジネスの経営探究
開発途上国市場への参入の課題―現地貢献の事業開発／社会的企業の経営探究―企業形態としての独自
性とその矛盾
第８９回大会統一論題 株式会社の本質を問う―２１世紀の企業像 ２０１５．９．２―５
サブテーマ１ 株式会社の原理を問う
株式会社の原理を問う―営利事業の遂行主体の観点から／株式会社の本質―corpus mysticum／現代資
本主義と株式会社―個別資本の３循環と企業統治
サブテーマ２ 巨大株式会社のガバナンスを問う
第９０回大会統一論題 日本の経営学９０年の内省と構想
サブテーマ①社会的課題と企業戦略論
日本企業における付加価値の創出／日本企業復活とダイナミック・ケイパビリティ論／日本企業の競争
優位と経営資源論の発展
サブテーマ②社会の中での組織の機能
マネジメントにおける厳密性と適切性の概念の再検討／制度ロジックスの組織化と制度としての組織一
制度的企業家／「社会の中での組織の機能」を問う―経営学と協働の変容
サブテーマ③社会と企業ガバナンスの関係
日本型組織と不祥事／企業と社会のガバナンス構造の変化／深化するグローバル化と「企業統治」問題
―「公と私」の再構築
記念講演
High-Performance Socialism: The emergence of a new mode of production within the modern capital-
ist enterprise
企業統治３．０
５．総括
以上，日本の経営学の歴史を「日本経営学会」史を中心にすえてみてきたが，その中で見て
取れる点を挙げれば，次の通りである。
１．日本の経営学は，ドイツやアメリカに比べても，ほぼ遜色なく早い成立時期を持っている。
米独両国の議論は，日本の経営学の論壇では，初期段階からほとんど同時代的に日本に紹
介されてきたし，経営学会の成立についても，ドイツの２年後，アメリカの１０年前という
わけで，ほぼ同時代的であったと見なすことが出来よう。
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２．とはいえ，日本の経営学は，日本自身の学界や実業界の中から生まれ育つたというよりも，
アメリカ，ドイツ両国の学問や実践の紹介を通じて急速に発展してきた色彩が強いと言え
る。（但し，日本にそれを受け入れる素地がまったくなかったわけではなく，むしろ一定の
素地が育ってきていたという事実もあった。この点は拙著『日本経営学史序説』文眞
堂，１９９０にも示したところである。）
３．日本の経営学論壇は，その時々の時勢に合わせて議論の中心が設定され，時流のテーマが
論じられるのが特徴であった。例えば日本経営学会の統一論題は，戦前から今日に至るま
で，時々のホットなテーマが課題として設定れてきた。
４．これは，経営学という極めて経営実務に密着した領域を主たる研究対象にする学問の特徴
であり，それはそれで当然ではあるが，そのことは同時に，経営実務の時流的要請にこた
えるという形で無意識に時流に引きずられ，安易にそれを前提にした議論に陥るという危
うさと隣り合わせになっていた。戦前昭和期経営学の議論の経時的移り変わりは，その一
例であった。そこから引き出される教訓は，経営現象に即して観察する場合に，その時代
制約性，特殊性と普遍性，客観性という観察視点を常に念頭に置きながら研究を進める必
要性という点である。
５．初期（から戦前まで）の日本経営学会では，今日で言うところの会計学領域の研究テーマ
が一定数報告されており，特段それが違和感を持って受けとめられていたわけでもなかっ
た。日本経営学会のイメージがまだ明確でなく，商学，会計等の研究者の多くが日本経営
学会会員になっていた事情，当時紹介されていたドイツ経営経済学が会計学領域を内包し
ていたこと（ドイツの経営学者は会計学者でもあった）等の事情があったと考えられる。
６．経営学の議論を歴史的に辿ってみて気付く点は，同じテーマでも時代背景との関連から異
なった議論がなされ，異なった姿，位置付けや評価がなされてきたことである。日本的経
営，経営戦略，組織，……等々の論点や理念型の変化を辿ってみるとそのことが分かる。
その変化の背景，根源を掘りさげて考察するることが必要である。
７．日本経営学会に結集していた経営学研究は，その後，関連領域やヨリ専門的に特化された
研究の推進を目指す学会の設立によって，多くの関連学会を生む事になった。経営関連学
会協議会（２００６年設立）を構成する学会数は２０１６年現在で実に６０学会にのぼる。日本経
営学会設立時に内包されていた様々な研究者たちが日本会計研究学会，日本商業学会，
……などとして分化するとともに，時代と共に生まれてきた新しい領域を研究する学会（例
えば日本ナレッジ・マネジメント学会，日本リスクマネジメント学会など）が次々に生ま
れるなど，今もなお少しずつ増えてきている。
８．関連諸学会の増加は，経営現象の多様化，研究の多様化の結果であり，それはそれとして
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評価に値することではあるが，他方では日本経営学会創設期の偉大な先人学者達に共通の
念願であった統一的な本格的経営学構築への努力，それに向けた方法論的検討というよう
な問題意識や努力は薄くなったか殆ど消滅した状況にあるように感じられる。細分化され
た部分的研究を集めれば経営の全体的姿が自動的に解明されることになるのかどうかがあ
らためて問われるであろう。経営研究の totality をどのように確保できるのかが今後問わ
れねばならないのではないか。
９．第二次大戦後の日本の経営学は，アメリカ経営学（経営管理学）の流入によって，基調は
それ一色となり，戦前昭和期経営学の論調はまったく消えたと言って良いが，それととも
に，経営学の研究対象が企業，経営経済から組織一般・管理一般にまで拡大され，それに
伴って経営の価値，価値の流れ，価値の転換過程などの経済過程の解明（ドイツ経営学の
特徴）が経営学の内容からなくなった（ないしは薄くなった）。
１０．こうして経営学とは経営管理学なのか，経営経済学なのか，それとも両者を統合したもの
なのかという初期経営学者たち（日本経営学会の初期から参加し，戦前から昭和３０年代頃
まで活躍した人たち）の永年問うてきた方法論上の論争・論点はほぼ消えて，戦後の時の
流れの中で自然の内に経営管理学に収斂したように思われる。経営学の研究対象，研究方
法，学問的性格の如何はもはや殆ど問われなくなった。しかし，それは本当に解決された
とされるべきものであるのだろうか。
１１．日本経営学会初期から『資本論』やリーガーに依拠して批判的経営学に繋がる流派が生ま
れたが，それは今や活動停止状態ないし瓦解状況にある。それに関連して生まれた社会主
義経営学の議論も消滅したと言って良い。それはかつて存在した（あるいは現在存在して
いる）社会主義を名乗る国家の自滅・崩壊と直接に関係しているが，さらに，そもそも最
初から理論的に内包していた誤謬によって，これ以上理論的に積極的な展開が不可能な所
まで追い詰められたことが根底にあった１６。資本主義企業も（残存する）「社会主義」企業
も，ともに大きな諸問題点を抱えているいまこそ，新たに先入観なき柔軟な理論構築の試
みがなされてもよいのではないか。
１２．日本経営学会は，これまで見てきたように，昭和金融恐慌→産業合理化→戦時統制経済→
戦後復興→高度成長→構造転換と国際化→内需拡大・バブル経済・海外直接投資→バブル
崩壊・長期低迷と，めまぐるしく移り変わる経済変動の中での企業経営の現実を見ながら，
１６ この理論的誤謬については経営学史学会監修・片岡信之編著『日本の経営学説Ⅱ』（経営学史叢書），文眞
堂，２０１３年を，集権的社会主義の構造的欠陥と崩壊については片岡信之『集権的社会主義の成立―チェコスロ
ヴァキアの事例』千倉書房，１９８０年，片岡信之『新しい社会主義―チェコスロヴァキアの事例』千倉書房，１９７９
年を参照されたい。
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それをその時々の課題として取りあげて論じてきた。そしていま，企業を取り巻く国際環
境はまたも大きな激変と転換の流れの中にある。地球規模での環境問題，民族紛争，国際
的・国内的な貧困問題・格差問題，ポピュリズムの台頭，ナショナリズム国家の台頭，EU
崩壊の危機，グローバリズム逆転の兆し，既存の国際政治経済枠組み崩壊の危機，……な
ど，これまでの枠組みとは異なった世界秩序への大きな再編の可能性が生じつつあるかに
見える転換期にあって，経営学の果たしうる貢献は何なのか。このような時代的問題意識
と無関係に日常的に些末な経営現象の実証研究だけに自己完結的に閉じこもっていること
の限界性が問われてきているように思われる。
――日本における経営学の歴史と現在―― ７９
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